
「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標１）

目標 目標

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

(1) 消費生活相
談員の増員

月額（週４日勤務）相談
員数
２６名

現行体制（月額相談員数　２６
名）を維持する

　月額相談員数　６名増員(総数　２０名） 月額相談員数　６名増員(総数　２６名体制） 現行体制（月額相談員数　２６名）を維持した。 現行体制（月額相談員数　２６名）を維持した。
各相談窓口における適正配置を確保するため、中
央を１名増員する一方、豊田加茂及東三河を各１
名減員（月額相談員総数　２５名）とした。

県民生活課

(2)消費生活相
談員への研修
の実施

・相談員全員に国民生
活センター専門研修を
受講させる　（毎年度）
　
・アドバイザー等につい
てもより高度な研修を受
講させる　（毎年度）

・相談員に国民生活センター
専門研修を受講させる
・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等についてもより
高度な研修を受講させる
・県及び関係団体主催研修を
受講させる
　　　　　　　　　　　　（毎年度）

（中央プラザ１２名）
平成２２年度　国民生活センター派遣研修　１８名
経済産業省派遣研修　　　　　１名

（その他プラザ２７名）
平成２２年度　国民生活センター派遣研修　２１名
その他の派遣研修　　　　　 　１５名

（中央プラザ１１名）
　国民生活センター派遣研修 　　２７名
　経済産業省派遣研修　　 　   　　１名

（その他プラザ２６名）
　国民生活センター派遣研修　   ４３名
　その他の派遣研修　　　　　　    １１名

（中央プラザ１１名）
平成２４年度　国民生活センター派遣研修
延べ２０名
経済産業省派遣研修　　　　　１名

（その他プラザ２６名）
平成２４年度　国民生活センター派遣研修
延べ２５名
その他の派遣研修　　　　　２６名

（中央プラザ11名）
平成25年度　国民生活センター派遣研修
延べ20名
経済産業省派遣研修　　　　　１名

（その他プラザ25名）
平成25年度　国民生活センター派遣研修
延べ33名
その他の派遣研修　　　　　24名

（中央プラザ12名）
平成26年度　国民生活センター派遣研修
延べ19名
経済産業省派遣研修　　　　　１名

（その他プラザ26名）
平成26年度　国民生活センター派遣研修
延べ31名
その他の派遣研修　　　　　延べ40名

県民生活課

(3)多重債務相
談員等への研
修の実施

・新任者研修
　１回（毎年度）
・スキルアップ研修
　１回（毎年度）

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の解決のために～行政職
員の役割を考える～」
5/13県相談員等 ２１名・市町村相談員等　４６名
5/14県相談員等 １６名・市町村相談員等　４２名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「多重債務相談にかかる困難事例と対処
方法」
 9/8 県相談員等１１名・市町村相談員等３５名
 9/9 県相談員等１４名・市町村相談員等３０名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために～
行政職員の役割を考える～」
5/17県相談員等 １５名・市町村相談員等４５名
5/18県相談員等 １６名・市町村相談員等３６名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「多重債務相談にかかる困難事例と対処
方法」
9/7 県相談員等　　７名・市町村相談員等　４０名
9/8 県相談員等　１６名・市町村相談員等　４１名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために～
行政職員の役割を考える～」
5/16　県相談員等10名・市町村相談員等　37名
5/17　県相談員等　8名・市町村相談員等　28名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「多重債務相談の最近の事例と課題につ
いて」
9/5 県相談員等　12名・市町村相談員等　40名
9/6 県相談員等  13名・市町村相談員等　29名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために」
5/15県相談員等　14名・市町村相談員等　28名
5/16県相談員等　6名・市町村相談員等　17名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「ヤミ金の対応について」
 9/4　県相談員等11名・市町村相談員等　33名
 9/5　県相談員等10名・市町村相談員等　24名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために」
5/14県相談員等　14名・市町村相談員等　24名
5/15県相談員等　11名・市町村相談員等　19名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「ヤミ金の対応について」
 9/11　県相談員等9名・市町村相談員等　21名
 9/12　県相談員等11名・市町村相談員等　18名

県民生活課

(4)消費生活相
談アドバイザー
の配置

消費生活相談アドバイ
ザー増員数
５名

現行体制(消費生活相談アドバ
イザー９名）を維持するととも
に、機会を捉えて、市町村に対
してアドバイザーの活用を働き
かける

　消費生活相談アドバイザー２名増員（総数　５名）

消費生活相談アドバイザー
　H２２年度　２名増員、H２３年度　４名増員
　計６名増員
　（アドバイザー数  平成２１年度 ３名 → 平成２３年
度 ９名）

現行体制（消費生活相談アドバイザー９名）を維持
した。また、愛知県市町村消費者行政連絡協議会
等、機会を捉えて市町村に対してアドバイザーの活
用を働きかけた。

現行体制（消費生活相談アドバイザー９名）を維持
した。また、愛知県市町村消費者行政連絡協議会
等、機会を捉えて市町村に対してアドバイザーの活
用を働きかけた。

現行体制（消費生活相談アドバイザー９名）を維持
した。また、愛知県市町村消費者行政連絡協議会
等、機会を捉えて市町村に対してアドバイザーの活
用を働きかけた。

県民生活課

(5)県民生活プラ
ザにおける相談
環境等の整備

相談環境等の整備
全ての県民生活プラザ
（８か所）

全ての県民生活プラザに無線ヘッドセットを配備、
インターネット環境整備を行ったほか、各プラザの
状況に応じ相談用机や椅子、相談者のプライバ
シーを考慮したパーテーションの設置など、相談環
境の整備を行った。

各プラザの状況に応じ相談用机や椅子、相談者の
プライバシーを考慮したパーテーションの設置な
ど、相談環境等の整備を行った。

相談環境等の整備
全ての県民生活プラザで、相談業務用の備品等
（Ｗｅｂカメラ、事務用品等）を整備した。基金活用に
よる環境整備は２４年度を持って終了した。

特になし。
中央県民生活プラザの相談員の増員に併せ、必要
な什器等（相談員席及び電話）を確保した。

県民生活課

(6)商品テスト機
能の強化

商品テスト実施率
１００％（毎年度）

商品テスト実施件数　３４件（テスト希望者に対し
100％実施）

商品テスト実施件数　３９件（テスト希望者に対し
100％実施）

商品テスト実施件数　３５件（テスト希望者に対し
100％実施）

商品テスト実施件数　３５件（テスト希望者に対し
100％実施）

商品テスト実施件数　３８件（テスト希望者に対し
100％実施）

県民生活課

②
市
町
村
の
消
費
生
活
相
談

体
制
強
化
に
向
け
た
支
援

(1) 市 町 村 に お
ける消費生活相
談窓口開設・拡
充の促進

消費生活相談窓口開設
市町村数
全市町村

市町村の相談体制の充実・強
化を継続して働きかける

平成２２年度末　窓口開設　　５０市町村

窓口が未開設の１町に対して、再度訪問するなど
し、相談窓口を開設できるように働きかけた結果、
平成２４年５月に全市町村（５４市町村）で窓口が開
設された。

平成24年5月に全市町村で消費生活相談窓口開設

さらに地域の実情に応じた働きかけを行った結果、
平成２４年度末に県内２地区（※）において新たに
連携協定が締結され、平成２５年度から、各地区内
の市町村で消費生活相談の連携が行われることと
なった。

※「日進市、豊明市、長久手市、東郷町、みよし市」
及び「北名古屋市、清須市、豊山町」の２地区

・平成25年5月及び11月に市町村の消費者行政担
当課長で構成する「愛知県消費者行政連絡協議
会」を開催し、意見交換を実施

・８月から９月にかけて全市町村を訪問等し、消費
生活センターの設置や広域連携の促進等、消費生
活相談体制の充実・強化を働きかけ

・平成26年度中に開設日を増加予定
春日井市、瀬戸市、北名古屋市、長久手市、稲沢
市、あま市、津島市
・平成26年度広域連携開始
　江南市、岩倉市、扶桑町

・平成26年6月に市町村の消費者行政担当課長で
構成する「愛知県消費者行政連絡協議会」を開催
し、意見交換を実施。

・平成26年5月及び6月に市町村職員を対象とした
「消費生活相談体制の充実・強化に関する研究会」
を開催。

・市町村に対し消費生活センターの設置を積極的に
働きかけた結果、多くの市町村が平成30年度まで
に消費生活センターを設置する見込みとなった。
〈消費生活センター設置見込（平成30年度まで）〉
　・人口5万人以上の市町　88.2%（30/34）
　・人口5万人未満の市町村　75.0%(15/20）

県民生活課

(2)消費生活相
談アドバイザー
によるサポート

消費生活相談アドバイ
ザー増員数
５名

現行体制（消費生活相談アド
バイザー９名）を維持するとと
もに、機会を捉えて、市町村に
対してアドバイザーの活用を
働きかける

消費生活相談アドバイザー２名増員（総数　５名）

消費生活相談アドバイザー
　H２２年度　２名増員、H２３年度　４名増員
　計６名増員
　（アドバイザー数  平成２１年度 ３名 → 平成２３年
度 ９名）

現行体制（消費生活相談アドバイザー９名）を維持
した。また、愛知県市町村消費者行政連絡協議会
等、機会を捉えて市町村に対してアドバイザーの活
用を働きかけた。

現行体制（消費生活相談アドバイザー９名）を維持
した。また、愛知県市町村消費者行政連絡協議会
等、機会を捉えて市町村に対してアドバイザーの活
用を働きかけた。
併せて、平成２５年度からの新規事業として、県の
相談員による市町村相談員の巡回指導等を行う市
町村直接支援事業を開始した。（派遣回数　９５回）

現行体制（消費生活相談アドバイザー９名）を維持
した。また、愛知県市町村消費者行政連絡協議会
等、機会を捉えて市町村に対してアドバイザーの活
用を働きかけた。
併せて、平成２５年度から開始した県の相談員によ
る市町村相談員の巡回指導等を継続実施した。
（派遣回数　８６回）

県民生活課

①
県
の
消
費
生
活
相
談
体
制
の
強
化

関係課室平成２６年度実績・事業内容

　・県及び市町村の消費生活相談体制を強化するとともに、消費生活相談員の資質向上を図る。

　・潜在的な消費者被害を発見し、相談窓口へ誘導するなどの積極的な対策に取り組む。

　・不当な取引行為や不適正な広告表示などを繰り返す悪質事業者に対しては、迅速な指導や厳正な処分、また、近隣県と連携した取組などの対策を講じ、被害の防止に努める。

取組 具体的な施策
過去の実績・事業内容（参考）

目標１　　消費者被害の救済・未然防止の強化

短期集中的に取り組む施策継続

短期集中的に取り組む施策継続

短期集中的に取り組む施策継続

短期集中的に取り組む施策継続

1



「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標１）

目標 目標

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
関係課室平成２６年度実績・事業内容取組 具体的な施策

過去の実績・事業内容（参考）

(3)消費生活相
談員候補者の
養成

相談員候補者養成数
６０名（新規） （平成22、23年度あわせて５７

名を養成し終了）

8/4　　養成講座開講　受講生３８名座学研修開始
10/21　実地研修開始
11/29  講座修了式　　養成数３８名
消費生活専門相談員の資格認定試験において、
１４名の合格者を輩出した。（合格率３８．９％　　全
国平均２６．６％）

7/8　　養成講座開講　受講生２０名、座学研修開始
10/11　実地研修開始
10/26  講座修了式　　養成数１９名
消費生活専門相談員の資格認定試験において、
１５名の合格者を輩出した。（合格率７８．９％　　全
国平均２５．４％）
（平成22、23年度あわせて５７名を養成、合格者は
３１名となった。）

7/1　　　養成研修開講 受講生20名 座学研修開始
10/3　　実地研修開始
11/20  講座修了式　　養成数18名
消費生活専門相談員資格認定試験　12名合格（合
格率66.7％　全国平均28.6％）
消費生活コンサルタント資格　18名合格（合格率
100％）

県民生活課

(4)「愛知県市町
村消費生活情
報掲示板」の活
用

ユーザー登録市町村数
全市町村

ユーザー登録市町村数４４市町村
（未登録１３市町村）

ユーザー登録市町村数５２市町村
（未登録２市町村）

現在、５４市町村中５２市町村が登録済み。未登録
は名古屋市及び豊田市であるが、庁舎外に設置さ
れているためＬＧＷＡＮの利用は困難

国民生活センターが発行する各種資料をＬＧＷＡＮ
掲示板に掲載するなど、内容の充実強化に努め
た。
（５４市町村中５２市町村が登録済み。未登録は名
古屋市及び豊田市であるが、庁舎外に設置されて
いるためＬＧＷＡＮの利用は困難）

国民生活センターが発行する各種資料をＬＧＷＡＮ
掲示板に掲載するなど、内容の充実強化に努め
た。
（５４市町村中５２市町村が登録済み。未登録は名
古屋市及び豊田市であるが、庁舎外に設置されて
いるためＬＧＷＡＮの利用は困難）

県民生活課

(5)市町村にお
ける多重債務相
談窓口の開設・
拡充の促進

多重債務相談窓口開設
市町村数
全市町村

市町村の相談体制の充実・強
化を継続して働きかける

多重債務相談窓口開設市町村数　５２市町村
窓口開設　５３市町村　（未開設　１町）

平成２４年５月に全市町村で開設予定となった。
平成24年5月に全市町村で多重債務相談窓口開設

全市町村で多重債務相談窓口開設
相談体制の充実・強化を継続して働きかけた。

全市町村で多重債務相談窓口開設
相談体制の充実・強化を継続して働きかけた。

県民生活課

(6)多重債務者
無料巡回相談
の実施

無料巡回相談実施数

 ・窓口開設済み市町村
　 ５市町村（毎年度）
 ・窓口未設置市町村
　 ２町（毎年度）

無料巡回相談実施数
　
５市町村（毎年度）

○窓口開設済み市町村
①　実施市町村　日進市
実施日　平成23年1月21日　午前9時30分～正午
　　　　　 平成23年2月1日
　　　　　　　　　　　　　　　午後1時30分～午後4時
実施場所　日進市役所

②　実施市町村　尾張旭市
実施日　　平成23年3月14日　午後1時～午後4時
実施場所　尾張旭市民会館

○窓口未設置市町村
　　　実績なし

○窓口開設済み市町村
　①　実施市町村　日進市
実施日　平成24年1月31日
　　　　　　　　　　　　　　　 午後1時30分～午後4時
　　　　　 平成24年2月24日　 午前9時30分～正午
実施場所　日進市役所

　②　実施市町村　稲沢市
実施日　　平成24年3月2日　午後1時～午後3時
実施場所　稲沢市役所

○窓口未設置市町村
　　　実績なし

　①　実施市町村　北名古屋市
実施日　　平成24年7月3日　午後1時～午後4時
　　　　　 　平成25年2月5日  午後1時～午後4時
実施場所　北名古屋市役所

　②　実施市町村　日進市
実施日　　平成25年3月1日　午前9時30分～正午
　　　　　　 平成25年3月19日 午前9時30分～正午
実施場所　日進市役所

　①　実施市町村　西尾市
実施日　平成25年4月28日　午後1時～午後4時
実施場所　西尾市役所

　②　実施市町村　北名古屋市
実施日　平成25年10月15日　午後1時～午後4時
　　　　　 平成25年12月17日　午後1時～午後4時
実施場所　北名古屋市役所

　③　実施市町村　日進市
実施日　平成26年2月14日　午前9時30分～正午
　　　　　 平成26年3月18日
　　　　　　　　　　　　　　　　午後1時30分～午後4時
実施場所　日進市役所

　①　実施市町村　西尾市
実施日　平成26年5月29日　午後1時～午後4時
　　　　　平成27年２月9日　午後1時～午後４時
実施場所　西尾市役所

　②　実施市町村　北名古屋市
実施日　平成26年10月14日　午後1時～午後4時
　　　　　 平成26年12月16日　午後1時～午後4時
実施場所　北名古屋市役所

　③　実施市町村　一宮市
実施日　平成26年11月18日　午前9時～午後4時
実施場所　一宮市役所

　④　実施市町村　稲沢市
実施日　平成26年11月28日　午後1時～午後3時
実施場所　稲沢市役所

　⑤　実施市町村　日進市
実施日　平成27年2月17日
　　　　　　　　　　　　　　　午後1時30分～午後4時
　　　　　 平成27年3月20日　午前9時30分～正午
実施場所　日進市役所

県民生活課

(7)市町村の多
重債務相談員
等への研修の
実施

・新任者研修
　１回（毎年度）
・スキルアップ研修
　１回（毎年度）

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の解決のために～行政職
員の役割を考える～」
5/13県相談員等 ２１名・市町村相談員等　４６名
5/14県相談員等 １６名・市町村相談員等　４２名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「多重債務相談にかかる困難事例と対処
方法」
 9/8 県相談員等１１名・市町村相談員等３５名
 9/9 県相談員等１４名・市町村相談員等３０名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために～
行政職員の役割を考える～」
5/17県相談員等 １５名・市町村相談員等４５名
5/18県相談員等 １６名・市町村相談員等３６名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「多重債務相談にかかる困難事例と対処
方法」
9/7 県相談員等　　７名・市町村相談員等　４０名
9/8 県相談員等　１６名・市町村相談員等　４１名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために～
行政職員の役割を考える～」
5/16　県相談員等10名・市町村相談員等　37名
5/17　県相談員等　8名・市町村相談員等　28名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「多重債務相談の最近の事例と課題につ
いて」
9/5 県相談員等　12名・市町村相談員等　40名
9/6 県相談員等  13名・市町村相談員等　29名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために」
5/15県相談員等　14名・市町村相談員等　28名
5/16県相談員等　6名・市町村相談員等　17名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「ヤミ金の対応について」
 9/4　県相談員等11名・市町村相談員等　33名
 9/5　県相談員等10名・市町村相談員等　24名

○ 第１回多重債務相談研修会（新任者研修）
　　テーマ「多重債務問題の理解と解決のために」
5/14県相談員等　14名・市町村相談員等　24名
5/15県相談員等　11名・市町村相談員等　19名

○第２回多重債務相談研修会（スキルアップ研修）
　  テーマ「ヤミ金の対応について」
 9/11　県相談員等9名・市町村相談員等　21名
 9/12　県相談員等11名・市町村相談員等　18名

県民生活課

(1)消費生活相
談サポーターの
養成・活動支援

消費生活相談サポー
ター養成数
６００名

消費生活相談サポーターの活
動を支援するため、ＷEBサイト
及びメールを活用し、情報提
供を継続的に実施する

10/19　研修業務委託契約締結
11/11　サポーター養成講座募集開始・記者発表
2/1以降　講座実施
　　　名古屋（4回 2/1,2/2,2/4,2/5）
　　　岡　崎（2回 2/10,2/12）
　　　豊　橋（2回 2/19,19）
　　　上記の県内３地区で計８回実施し、３５６名の
サポーターを養成した。

11/10　サポーター養成講座募集開始・記者発表
2/1以降　講座実施
　　　名古屋（4回 2/1,2/2,2/3,2/4）
　　　岡　崎（2回 2/9,2/10）
　　　豊　橋（2回 2/16,2/17）
　　上記の県内３地区で計８回実施し、２７２名の
サポーターを養成した。
　（平成21年度から23年度までに合計８１９名を養
成した。）

サポーター（８１９名）に対し、ＷＥＢサイト及びメー
ルを活用した情報提供を行った。
併せて、基金を活用してサポーター支援業務（啓発
資材の提供及び活動状況ｱﾝｹｰﾄ）を実施した。

・平成21年度から23年度にかけて養成したサポー
ターを対象にしたフォローアップ講座を11月に名古
屋2回、岡崎1回、豊橋1回実施し、129名が参加し
た。
・サポーター新規養成講座を12月に名古屋2回、岡
崎1回、豊橋1回実施し、188名が参加した。
・啓発資材の提供
・活動状況アンケート調査
・サポーターに対し、ＷＥＢサイト及びメールを活用
した情報提供を毎月行った。
　（平成25年度末現在サポーター数　計９０７名）

サポーター（年度当初登録者数907名）に対し、基金
を活用してサポーター支援業務（啓発資材及び自
主学習教材の提供並びに活動状況アンケート）を
実施した。
また、ＷＥＢサイト及びメールを活用した情報提供を
行った。

県民生活課

(2)内閣府が認
定した適格消費
者団体への情
報提供

適格消費者団体への情
報提供
随時

平成２２年４月に認可を受けたあいち消費者被害防
止ネットワーク（ACネット）への情報提供を実施
　１件（23年3月17日提供依頼、同3月29日情報提
供）

平成２２年４月に認可を受けたあいち消費者被害防
止ネットワーク（ACネット）への情報提供を実施　　２
件
　①平成23年4月26日提供依頼、同5月10日情報提
供
　②平成24年1月18日提供依頼、同1月24日情報提
供

あいち消費者被害防止ネットワーク（ＡＣネット：Ｈ22
年4月認定）への情報提供を実施　　２件
①平成24年8月22日提供依頼　同8月27日情報提
供
②平成24年11月13日提供依頼　同11月16日情報
提供

あいち消費者被害防止ネットワーク（　「消費者被害
防止ネットワーク東海」に名称変更（H25.6.24））から
の情報提供依頼　0件

　「消費者被害防止ネットワーク東海」からの情報提
供依頼　0件

県民生活課

②
市
町
村
の
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活
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談
体
制

強
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に
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支
援

③
被
害
防
止
の
た
め
の
関
係
機
関
と
の
連
携

短期集中的に取り組む施策終了

短期集中的に取り組む施策継続
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「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標１）

目標 目標

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
関係課室平成２６年度実績・事業内容取組 具体的な施策

過去の実績・事業内容（参考）

③
被
害
防
止
の
た
め
の
関
係
機
関

と
の
連
携

(3)多重債務問
題に関する講師
派遣

講師派遣回数
１０回　（毎年度）

講師派遣回数　８回
①東郷町　平成22年7月28日　派遣講師　弁護士
②岩倉市　平成22年8月9日　派遣講師  弁護士
③津島市　平成22年9月6日　派遣講師　弁護士
④東海市　平成22年9月10日　派遣講師　司法書士
⑤西尾市　平成22年10月22日　派遣講師　弁護士
⑥豊橋市　平成22年10月26日　派遣講師　弁護士
⑦南知多町　平成23年1月19日　派遣講師　弁護士
⑧稲沢市　平成23年2月7日　派遣講師　弁護士

講師派遣回数　６回
①蟹江町　平成23年7月15日　派遣講師　司法書士
②東海市　平成23年9月6日　派遣講師  司法書士
③西尾市　平成23年11月8日　派遣講師　弁護士
④岩倉市　平成23年12月2日　派遣講師　司法書士
⑤豊橋市　平成24年1月18日　派遣講師　弁護士
⑥小牧市　平成24年2月6日　派遣講師　弁護士

実績なし 実績なし

講師派遣回数
①一宮市　平成26年５月19日　派遣講師　弁護士
②蟹江町　平成26年7月18日　派遣講師　弁護士
③岩倉市　平成26年2月23日　派遣講師　弁護士

県民生活課

(1)不当な取引
行為に係る事業
者指導基準の
策定

「事業者指導基準（仮
称）」の策定
平成２４年度実施

呼出指導の精査、実態との乖離の把握を進めた。

呼出指導の精査、実態との乖離の把握を進めた上
で、現行の「呼出事業者に対する指導等に関する
要領」を一部改正することで、目標の達成を図っ
た。（平成24年2月1日施行）。

平成24年2月に改正した「呼出事業者に対する指導
等に関する要領」及び「呼出事業者の基準の取り扱
いについて」に基づき、事業者を選定、呼出指導を
実施。

「呼出事業者に対する指導等に関する要領」及び
「呼出事業者の基準の取り扱いについて」に基づ
き、事業者を選定、呼出指導を実施。

「呼出事業者に対する指導等に関する要領」及び
「呼出事業者の基準の取り扱いについて」に基づ
き、事業者を選定、呼出指導を実施。

県民生活課

(2)条例に基づく
事業者名等の
公表

公表基準の策定
（毎年度）

公表基準に該当する事業者がなく、公表はしていな
い。基準の見直しについては、不当請求に係る相
談件数が激減していることから、慎重に検討してい
る。

公表基準に該当する事業者がなく、公表はしていな
い。基準の見直しについては、不当請求に係る相
談件数が激減していることから、慎重に検討してい
る。

公表基準に該当した１事業者（架空請求事業者）に
ついて、事業者名等を公表し注意喚起を行った。

公表基準に該当した３事業者（架空請求事業者）に
ついて、事業者名等を公表し注意喚起を行った。

公表基準に該当した1事業者（架空請求事業者）に
ついて、事業者名等を公表し注意喚起を行った。

県民生活課

(3)広告表示に
係る関係機関と
の協力体制の
推進

共通案件について、表
示関係法規を所管する
関係機関と連携し、合
同で調査を実施
（毎年度）

平成22年度中、ＪＡＳ法と景品表示法の合同調査1
回実施した。
また、食品衛生法を所管する保健所との合同調査1
回実施した。
表示関係法規を所管する関係機関との情報回付状
況（22年度中）
農林水産省東海農政局表示・規格課
情報回付受付7件
愛知県農林水産部食育推進課
情報回付受付5件
名古屋市健康福祉局健康部食品衛生課
情報回付受付1件
名古屋市千種保健所生活環境課
情報回付受付1件

愛知県農林水産部食育推進課への情報回付　1件
愛知県健康福祉部生活衛生課への情報回付　1件

平成23年度中、ＪＡＳ法と景品表示法の合同調査1
回実施した。

表示関係法規を所管する関係機関との情報回付状
況（23年度中）
　農林水産省東海農政局表示・規格課
　情報回付受付6件

　愛知県農林水産部食育推進課
  情報回付受付5件
　東海農政局への情報回付　1件
　愛知県農林水産部食育推進課への情報回付
  1件
　名古屋市健康福祉局健康部食品衛生課への
　情報回付　1件

・１０都県との合同調査を実施。
・表示関係法を所管する関係機関との情報回付状
況
　　農林水産省東海農政局表示・企画課からの
    情報受付９件
　　愛知県農林水産部食育推進課からの
     情報受付２件

・愛知県農林水産部食育推進課、農林水産省東海
農政局との合同調査実施
・愛知県農林水産部食育推進課と合同での指示１
件
・その他情報回付状況
　　　農林水産省東海農政局表示・企画課からの
       情報受付　２０件
　　　愛知県農林水産部食育推進課からの
      情報受付　１件

・愛知県農林水産部食育推進課、西三河農林水産
事務所農政課、農林水産省東海農政局と合同調査
を実施

・その他情報回付状況
　　　農林水産省東海農政局表示・企画課からの
       情報受付　１２件
　　　愛知県農林水産部食育推進課からの
      情報受付　１件
　　　愛知県健康福祉部生活衛生課からの
　　　情報受付１件

県民生活課

(1)消費者が安
心して情報提供
できる仕組みづ
くり

「消費者聴取実施要領
（仮称）」の策定
平成２４年度実施

課題の整理とその対応方針の検討を進めた。

特定商取引に関する法律と県民の消費生活の安定
及び向上に関する条例の適正な執行を図るため、
「消費者聴取実施要領」を策定した（平成24年4月1
日施行）。

事業者の処分、指導にあたり、悪質な事業者の実
態を明らかにするため、平成２３年度に策定した「消
費者聴取実施要領」に基づき、証言や物証を入手し
た。

「消費者聴取実施要領」に基づき、消費者の証言や
物証を入手し悪質な事業者の実態を把握し処分等
を実施した。また、要領に加筆、修正を行い、より充
実した内容とした。

「消費者聴取実施要領」に基づき、消費者の証言や
物証を入手し悪質な事業者の実態を把握し処分等
を実施した。

県民生活課

(2)綿密な調査と
厳正な処分

詳細な情報の把握と厳
正な処分を継続して実
施

・新規担当職員について、６月に実施された特定商
取引法執行担当者研修（５日間）に参加させ、厳正
な処分に努めた。

・平成２３年３月に２事業者に対する業務停止命令
処分を実施した。

・新規担当職員について、９月に実施された特定商
取引法執行担当者研修（５日間）に参加させ、厳正
な処分に努めた。

・平成２３年１０月及び平成２４年２月に計２事業者
に対する業務停止命令処分を実施した。

・消費者聴取、事業者聴取、立入検査を綿密に行
い、平成２４年９月 に１事業者に対する業務停止命
令処分を実施。

・事業者処分における厳正化を図るため、新規担当
職員については、１月に実施された特定商取引法
執行担当者専門研修会に参加させた。

・消費者聴取、事業者聴取、立入検査を綿密に行
い、９月に１事業者に対し指示処分、１２月に１事業
者に対し業務停止命令処分を実施。

・国に準じ、「特定商取引法に基づく指示及び業務
停止命令判断基準」の改正を行った。

・厳正な処分を実施するため、新規担当職員につい
ては、消費者庁開催の法執行担当者研修会(５月、
１０月）に参加させた。

・消費者聴取、事業者聴取、立入検査を綿密に行
い、３事業者に対し業務停止命令処分を実施。

・厳正な処分を実施するため、新規担当職員につい
ては、消費者庁開催の法執行担当者研修会(５月、
１１月）に参加させた。

県民生活課

(3)関係機関と
の連携

・特定商取引法執行関
係機関情報交換会議
２回参加（毎年度）
・愛知県消費者被害未
然防止対策連絡会議
３回開催（毎年度）

・特定商取引法執行関係機関情報交換会議　２回
参加（７月・２月）
・愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議　３回
開催（６月・１０月・２月）

・特定商取引法執行関係機関情報交換会議　２回
参加（８月・３月）
・愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議　３回
開催（６月・１０月・３月）

・特定商取引法執行関係機関情報交換会議　２回
参加（８月、２月）
・愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議　３回
開催（６月、 １１月、２月）

・特定商取引法執行関係機関情報交換会議　１回
参加（２月）（２６年度から年１回の開催に変更）

・愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議　３回
開催（６月、１１月、２月）

・特定商取引法執行関係機関情報交換会議　１回
参加（２月）（２６年度から年１回の開催に変更）

・愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議　３回
開催（６月、１０月、２月）

県民生活課

(1)悪質事業者
対策のための
近隣県等との連
携体制の強化

合同処分又は合同指導
件数
５件（毎年度）

合同指導　４件
　　（岐阜県・名古屋市）１件（７月）
　　（三重県・名古屋市）１件（１月）
　　（岐阜県・三重県）　 １件（３月）
　　（岐阜県）　　　　　    １件（３月）

合同指導　３件
　　（岐阜県）　　　　　　１件（８月）
　　（岐阜県・三重県）　２件（３月）

・合同処分　１件
・合同指導　８件
 （静岡県、岐阜県、三重県）３件、（名古屋市）２件
 （岐阜県）１件、（岐阜県、三重県、名古屋市）２件

・合同処分　１件(岐阜県）
・合同指導　２件　（岐阜県、三重県、名古屋市）

合同指導　4件
　（静岡県、岐阜県、三重県、名古屋市）１件、
　（岐阜県）２件、（三重県）１件

県民生活課

(2)広告表示適
正化のための
近隣県等との連
携体制の構築

「東海４県広告表示等
適正化推進協議会（仮
称）」の設置
平成２４年度

平成22年度下半期に、東海地方各県に本県の「東
海4県広告表示等適正化推進協議会（仮称）」構想
を伝えた。

平成２４年３月に設立準備会を開催した。
正式名称を「東海４県広告表示等適正化推進会議」
とすることとし、設置運営要領の素案を作成した。

東海４県広告表示等適正化推進会議　２回開催（７
月、１１月）

東海４県広告表示等適正化推進会議　２回開催
（７月、１１月）

東海４県広告表示等適正化推進会議　２回開催
（６月、１１月）

県民生活課
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「愛知県消費者行政推進計画(平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標２）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

(1) 消費者教育
モデル校の選定

モデル校（高校）の選定
数
５校（新規）

研究校として２校を選定する
（平成２５年度から）
（毎年度）

愛知県教育委員会の推薦を経て２校（愛知商業高
等学校、蒲郡東高等学校）を選定した。

愛知県教育委員会の推薦を経て３校選定した。
(津島東高等学校、東海南高等学校、蒲郡高等学
校）

（平成22、23年度あわせて計５校選定）

２４年度　モデル校　３校選定
（三谷水産高等学校、東海商業高等学校、西春高等
学校）

（平成２２、２３、２４年度あわせて計８校選定）

２５年度　研究校　３校選定
（幸田高等学校、瀬戸窯業高等学校、鶴城丘高等学
校）

２６年度　研究校　３校指定
（岡崎北高等学校、半田商業高等学校、豊橋商業高
等学校）

県民生活課

(2)中学生・高校
生向け消費者
教育資料及び
指導書の作成

・「あいち暮らしっく」１月
号作成部数
150,000部（毎年度）

・「あいち消費者教育リ
ポート」作成部数
4,000部(毎年度)

・「あいち暮らしっく」通常号に
おいて、若者特集を年1回発行
する　（毎年度）

・教員情報紙「あいち消費者教
育リポート」を年1回発行する
（毎年度）

○「あいち暮らしっく」１月号
　　12月発行　　発行部数　150,000部

○「あいち消費者教育リポート」
　　若年消費者教育研究会（7/30）及び教員情報提
供紙ワーキンググループ（8/26、10/19）を開催し、
本県の消費者教育及び消費者教育リポートについ
て検討した。
　　12月発行　発行部数　4,000部

○「あいち暮らしっく」９４号において、若者特集とし
て記事掲載。
　　1月発行　　　発行部数　78,000部

○「あいち消費者教育リポート」
　　若年消費者教育研究会（7/30）及び教員情報提
供紙ワーキンググループ（8/26、10/19）を開催し、
本県の消費者教育及び消費者教育リポートについ
て検討した。
　　12月発行　　発行部数　4,000部

○「あいち暮らしっく」若者特集号の発行
　　7月発行（発行部数　150,000部）

○「あいち消費者教育リポート」の発行
　　若年消費者教育研究会（7/5）及び教員情報提供
紙ワーキンググループ（8/8,10/10）を開催し、本県
の消費者教育及び消費者教育リポートについて検
討した。
　　12月発行（発行部数　4,000部）

・「あいち暮らしっく」若者特集号の発行
　　１２月発行（発行部数　150,000部）

・「あいち消費者教育リポート」の発行
　　若年消費者教育研究会（7/22）及び教員情報提
供紙ワーキンググループ会議（9/25、11/15）を開催
し、本県の消費者教育及び消費者教育リポートにつ
いて検討した。
　　2月発行（発行部数　4,000部）

・「あいち暮らしっく」若者特集号
　１２月、WEB配信

・「あいち消費者教育リポート」を年1回発行
　　若年消費者教育研究会及び教員情報提供紙
ワーキンググループを開催し、本県の消費者教育及
び消費者教育リポートについて検討した。　（発行部
数　4,000部）

県民生活課

(3)小学生向け
消費者教育資
料の提供等

小学生向けのＷＥＢ
ページの作成
平成２４年度稼動(新規)

稼動後の利用状況を毎月把握
する　（毎年度）

未着手（２３年度に企画、２４年度に製作・稼動予定）
「消費者教育の課題調査及び教材研究」業務を委託
し、小学生向けWEBページの内容を企画・検討し
た。

小学生向けＷＥＢサイト（キッズページ）を制作し、平
成25年3月1日より公開した。

キッズページの利用実績　5,128件（H25.4-H26.3）
※サイト全体の利用実績　331,541件（H25.4-H26.3）

キッズページの利用実績　6,249件（H26.4-H27.3）
※サイト全体の利用実績　326,058件（H26.4-H27.3）

県民生活課

(4)体験型消費
者教育教材の
提供

「消費生活情報サイト
（仮称）」の新設
 平成２４年度稼動(新
規）

サイトの適正運用を図るため、
検討チーム会議を年３回開催
する　（毎年度）

未着手（２３年度に企画、２４年度に製作・稼動予定）
課内で検討チームを立ち上げ、「消費生活情報サイ
ト（仮称）」の内容を検討した。

「消費生活情報―あいち暮らしＷＥＢ」を制作し、平
成25年3月1日より公開した。

サイトの適正運用を図るため、検討チーム会議を、
年３回開催
(第1回：11/25、第2回：1/16、第3回：3/19　）

サイトの適正運用を図るため、検討チーム会議を、
年３回開催
第１回：7/29、第２回：12/5、第３回：2/9）

県民生活課

(5)消費者教育Ｄ
ＶＤ・パネルの貸
出し

消費者教育用ビデオ及
びＤＶＤ貸出し数
２００本　（毎年度）

貸し出し実績（４～３月）
　　　　　　１９４本

貸し出し実績（４～３月）　　　　　　１１５本

消費者教育用ビデオ及びＤＶＤ　貸出し数　７８本

なお、新規タイトル３３本を購入等により追加し、内
容の充実を図った。

消費者教育用ビデオ及びＤＶＤ貸出し数　１３０本 消費者教育用ビデオ及びＤＶＤ貸出し数　１７４本 県民生活課

(6)高齢者等へ
の講座の実施

講座の回数　年１６回
（新規）（毎年度）

高齢者・若者向け悪質商法被害未然防止出前講座
（新規）を委託し、１２月から２月にかけて１４回開催
した。

高齢者向け悪質商法被害未然防止出前講座を委託
し、１２回開催。
この他に消費生活講座（派遣講座）を２５回実施し
た。

消費生活講座（派遣講座）の実施
　　　<高齢者向け>１２回実施、３６８人

消費生活講座（派遣講座）の実施
　　　<高齢者向け>　７回実施、２４７人
消費者市民講座（派遣講座）の実施
　　　<高齢者向け>　８回実施、４８０人

消費生活講座（派遣講座）の実施
　　　<高齢者向け>　２回実施、１１０人
消費者市民講座（派遣講座）の実施
　　　<高齢者向け>　１０回実施、６２３人

県民生活課

(7)若者への講
座の実施 講座の回数　年４８回

（毎年度）

派遣講座　開催実績　３４回（４～３月）

若者向け悪質商法被害未然防止出前講座を委託
し、１２回開催。
この他に消費生活講座（派遣講座）を３９回実施し
た。

消費生活講座（派遣講座）の実施
　　　<若者向け>３１回実施、６１０６人

消費生活講座（派遣講座）の実施
　　　<若者向け>　２９回実施、４,８７９人
消費者市民講座（派遣講座）の実施
　　　<若者向け>　１１回実施、１０３６人

消費生活講座（派遣講座）の実施
　　　<若者向け>　１９回実施、４,７６８人
消費者市民講座（派遣講座）の実施
　　　<若者向け>　４回実施、２９０人

県民生活課

(1)新しい手段に
よる消費生活情
報の提供

消費生活モニターアン
ケートによる消費者啓発
事業の認識率
８３．０％

・東海テレビ「リポートあいち」や県Webページにおい
て「消費生活情報」の提供を行った。
・消費者行政活性化基金を活用して、テレビスポット
広告、ラジオスポット広告、新聞広告、車内広告（鉄
道）等を通じて、高齢者向けの消費者問題　啓発広
告を９月に、若者向けの消費者問題啓発広告を平
成２３年１月に集中的に実施した。
　なお、特設Webサイトを５ヶ月間開設し、情報提供
を行った。
　（平成22年9月28日～23年2月28日）
　認識率　71.3%

・県広報広聴課のテレビ番組や県Webページで消費
生活情報提供を行った。
・県Webトップページにバナーを掲出し、露出を増や
した。
・消費者行政活性化基金を活用して、高齢者向けの
消費者問題啓発広告を平成２３年９月に、若者向け
の消費者問題啓発広告を平成２４年１月に集中的に
実施。
・モニター認識率　８０．１％

・県広報広聴課のテレビ番組や県WEBページで消費
生活情報の提供を行った。
　（東海テレビ「ＳＫＥ４８のあいちテル！」２回、中京
テレビ
　「クリック！あいち」１回、ＣＢＣラジオ「県政あいち」
１回）
・消費者行政活性化基金を活用して、消費者問題啓
発広告を
　平成２４年９月に集中的に実施した。
　（新聞折込広告、交通広告、啓発イベントなど）
・モニター認識率　７１．７％

・県広報広聴課のテレビ番組や県WEBページで消費
生活情報を提供
（東海テレビ「SKE４８のあいちテル！」1回、CBCラジ
オ「あいち県政リポート」1回、新聞「広報あいち」1
回）
・消費者行政活性化基金を活用して、あいち消費者
教育推進シンポジウムを平成２５年８月１日に開催
・消費者行政活性化基金を活用して、あいち消費者
市民講座を年19回実施
・モニター認識率　８８．１％

・県広報広聴課のテレビ番組や県WEBページで消費
生活情報を提供
（東海テレビ「SKE４８のあいちテル！」1回）
・消費者行政活性化基金を活用して、消費者被害防
止キャンペーンの実施（高齢者向け・若者向け）
・消費者行政活性化基金を活用して、あいち消費者
市民講座を年14回実施
・モニター認識率　７９．８％

県民生活課

(2)ＷＥＢページ
による消費生活
情報の提供

「消費生活情報サイト
（仮称）」の
企画・制作（新規）

サイトの適正運用を図るため、
検討チーム会議を、３回開催す
る（毎年度）

未着手（２３年度に企画、２４年度に製作・稼動予定）
課内で検討チームを立ち上げ、「消費生活情報サイ
ト（仮称）」の内容を検討した。

「消費生活情報―あいち暮らしＷＥＢ」を制作し、平
成25年3月1日より公開した。

サイトの適正運用を図るため、検討チーム会議を、
年３回開催
(第1回：11/25、第2回：1/16、第3回：3/19　）

サイトの適正運用を図るため、検討チーム会議を、
年３回開催
(第1回：7/29、第2回：12/5、第3回：2/9　）

県民生活課

(3)消費生活情
報紙等の作成、
配布

「あいち暮らしっく」（通常
号）発行回数
年４回（毎年度）

「あいち暮らしっく」（通常号）発
行回数
年３回（毎年度）

「あいち暮らしっく」を４回発行した。
 ８５号　２２年４月
 ８６号　　　 　６月
 ８８号　　　　１０月
 ９０号　２３年２月
   各６６，０００部発行

「あいち暮らしっく」（通常号）を３回発行した。
　　９１号　２３年　５月　　66,000部
    ９３号　　　 　１０月　　66,000部
    ９４号　２４年　１月　　78,000部

「あいち暮らしっく」（通常号）発行回数　年３回
　　９５号　２４年　５月　　66,000部
    ９７号　　　 　１０月　　66,000部
    ９８号　２５年　１月　　66,000部

「あいち暮らしっく」（通常号）発行回数　年４回
　　９９号　２５年　５月　　132,000部
　　１００号　　　　　７月　　 66,000部
　　１０２号　　　　１０月     66,000部
　　１０４号　２６年　１月　  66,000部

「あいち暮らしっく」（通常号）
　１０５号（５月）、１０６号（７月）、１０８号（１０月）、１
１０号（２月）WEB配信

県民生活課

(4)介護サービス
情報の提供

愛知県介護サービス情
報公表システムのアクセ
ス
年間１０万件（毎年度）

　平成22年度のアクセス件数　　96,041件

　平成22年度のアクセス件数　　96,041件
　平成23年度のアクセス件数　　不明
　（厚生労働省が設置するサーバーに移行したた
め）

平成24年度のアクセス件数　　113,570 件

・介護サービス情報公表の実施
・事業者講習会での周知
・リーフレットの作成・配付

平成25年度のアクセス件数　　２０１，８３９件

・介護サービス情報公表の実施
・事業者講習会での周知
・リーフレットの作成・配付

平成２６年度のアクセス件数　１７４，８２５

・介護サービス情報公表の実施
・事業者講習会での周知

高齢福祉課

(5)宅地・建物の
取引に関する知
識の啓発

冊子配布部数
５，５００部（毎年度）

配布部数　４，４００部 配布部数　４，９００部

配布部数
　　　５，３００部

内訳：不動産売買の手引…２，６５０部
　　　  住宅賃貸借の手引…２，６５０部

冊子配布部数
　　　５，４００部

内訳：不動産売買の手引…２，７００部
　　　  住宅賃貸借の手引…２，７００部

冊子配布部数
　　　５，４００部

内訳：不動産売買の手引…２，７００部
　　　  住宅賃貸借の手引…２，７００部

建設業
不動産業課

目標２　　主体性のある消費者の育成

関係課室平成２６年度実績・事業内容

　・主体性のある消費者を育成するため、消費者教育の  充実を図るとともに、多様な情報提供や消費者被害未然防止のための啓発を行っていく。

　・消費生活と密接な関係にある環境問題については、温室効果ガス排出量削減やごみ減量化への対策、環境学習の推進等に取り組み、持続可能な社会の構築を目指す。

①
消
費
者
教
育
の
推
進

②
消
費
生
活
に
関
す
る
多
様
な
情
報
発
信

取組 具体的な施策
目標 過去の実績・事業内容（参考）

短期集中的に取り組む施策継続

短期集中的に取り組む施策継

短期集中的に取り組む施策継続

短期集中的に取り組む施策継続

短期集中的に取り組む施策継続
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「愛知県消費者行政推進計画(平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標２）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
関係課室平成２６年度実績・事業内容取組 具体的な施策

目標 過去の実績・事業内容（参考）

(1)消費者被害
未然防止啓発
紙等の作成、配
布

・「あいち暮らしっく」作成
部数（１・９月特集号）
 各150,000部（毎年度）
・「あいちクリオ通信」作
成部数
360部（毎月）（毎年度）

あいち暮らしっく（特集号）を年
１回発行する　（毎年度）

あいちクリオ通信を４月から３
月にかけて毎月360部発行す
る　（毎年度）

○あいち暮らしっく（１・９月特集号）を各１５０，０００
部発行した。  （９月号　８月発行、１月号　１２月発
行）

○あいちクリオ通信を４月から３月にかけて毎月
３６０部発行した。

○あいち暮らしっく（９月特集号）を１５０，０００部
発行した。
 
○あいちクリオ通信を４月から３月にかけて毎月
３６０部発行した。

○あいち暮らしっく（特集号）
　　７月９６号　１５０，０００部発行
　
○あいちクリオ通信を４月から３月にかけて毎月３６
０部発行した。

○あいち暮らしっく（高齢者向け特集号）
　　８月１０１号　１４０，０００部発行

○あいち暮らしっく（若者者向け特集号）
　　１２月１０３号　１５０，０００部発行

○あいちクリオ通信を４月から３月にかけて毎月３６
０部発行した。

○あいち暮らしっく（高齢者向け特集号）
　　８月１０７号　１２０，０００部発行

○あいち暮らしっく（若者者向け特集号）
　　１２月１０９号　「あいち暮らしWEB」で配信

○あいちクリオ通信を４月から３月にかけて毎月３６
０部発行した。

県民生活課

(2)テレビ・ラジオ
番組を活用した
啓発の実施

・広報テレビ番組４回（毎
年度）
・ラジオ番組　１２回（毎
年度）

○広報テレビ番組
　　リポートあいち「暮らしのワンポイント」において３
回放送した。
　　9/4「見守りで被害防止」　1/8「若者に迫る悪質
商法」
　　11/2　独りで悩まず相談を（多重債務）
○ラジオ番組
　（株）尾張東部放送（瀬戸市・尾張旭市・長久手町
を放送エリアとする   コミュニティFM）のFMラジオ放
送「RADIOSANQ」にて７回放送した。
　　4/27　住宅リフォームに関する相談
　　5/25  海外宝くじに関する相談
　　8/24　未公開株取引に関する相談
 　 9/28　高齢者に多い悪質商法
 　 1/25  携帯電話トラブル
    2/22　社債の電話勧誘トラブル
    3/22　春先に多い消費者トラブル

○広報テレビ番組
　　東海テレビ「SKE４８のあいちテル」において４回
放送した。
　　第1回　　9月17日（土）　平均視聴率　４．１％
　　第2回　　9月18日（日）　平均視聴率　１．７％
　　第3回　　1月 7日（土） 　平均視聴率　８．６％
　　第4回　　1月 8日（日）   平均視聴率　１．８％
　
○ラジオ番組
　（株）尾張東部放送（瀬戸市・尾張旭市・長久手町
を放送エリアとするコミュニティFM）のFMラジオ放送
「RADIO　SANQ」にて１１回放送した。
　 4月26日、5月24日、6月28日、8月23日、9月27日、
10月25日、11月22日、12月27日、1月24日、2月28
日、3月27日

○広報テレビ番組
　広報広聴課のテレビ番組を活用して３回放送
　（東海テレビ「ＳＫＥ４８のあいちテル！」２回、中京
テレビ「クリック！あいち」１回、ＣＢＣテレビ「県政あ
いち」１回）

○ラジオ番組
（株）尾張東部放送のFMラジオ放送「RADIO
SANQ」にて12回放送

○広報テレビ番組
　広報広聴課のテレビ番組を活用して１回放送
　（東海テレビ「ＳＫＥ４８のあいちテル！」１回　3月8
日放送）

○ラジオ番組
（株）尾張東部放送のFMラジオ放送「RADIO
SANQ」にて12回放送

○広報テレビ番組
　広報広聴課のテレビ番組を活用して１回放送
　（東海テレビ「ＳＫＥ４８のあいちテル！」１回　3月21
日放送）

○ラジオ番組
（株）尾張東部放送のFMラジオ放送「RADIO
SANQ」にて12回放送

県民生活課

(3)多重債務相
談窓口等の啓
発

・ポスター作成部数
3,000部
（平成22、23年度実施）
・リーフレット作成部数
150,000部
（平成22、23年度実施）

多重債務相談に関するWebサ
イトによる情報発信
（毎年度）

ポスター作成部数　470部（無料相談会分を含む。）

リーフレット作成部数　95,000部（無料相談会分を含
む。）

ポスター作成部数　1,400部（無料相談会分を含
む。）

リーフレット作成部数106,000部（無料相談会分を含
む。）

・ＷＥＢサイト「あいち暮らしWEB」による多重債務相
談に関する情報発信

・ポスター作成部数　1,730部
　
・リーフレット作成部数　127,000部

・ＷＥＢサイト「あいち暮らしWEB」による多重債務相
談に関する情報発信

・ポスター作成部数　1,730部
　
・リーフレット作成部数　127,000部

・ＷＥＢサイト「あいち暮らしWEB」による多重債務相
談に関する情報発信

県民生活課

(1)消費者団体
の活動・交流の
促進

消費者啓発イベント回数
１回（毎年度）

「第３３回これからの暮らしを考えるみんなの集い」を
開催した。
    開催日時　  平成２２年１０月１３日（水）
                    午後１時～３時
    開催場所　  ウィルあいち　ウィルホール
    主　　催　    愛知県
    協　　力　    愛知県共同購入協会
    後　　援　    名古屋市
    参加人数　  ３８５人
    事業内容
          ・講演　「日本文化と環境」
　　　　　 名城大学人間学部教授　水尾衣里氏
         ・消費者啓発コーナー（パネル展示）
　　　　　         　名古屋・尾東地区のうち６団体

「第３４回これからの暮らしを考えるみんなの集い」を
開催した。
    開催日時　  平成２３年１０月１３日（木）
　　　　　　　　　　午後１時～３時
    開催場所　 蒲郡市民会館
    主　　催　    愛知県
    協　　力　    愛知県共同購入協会
    後　　援　    蒲郡市
    参加人数　  ４９０人
    事業内容
          ・講演　「科学の心で賢い消費者に！
　　　　　　～食の安全安心を科学的に考える～」
　　　  　　豊橋技術科学大学
　　　　　　先端農業・バイオリサーチセンター
　　　　　　特任教授　　三枝正彦氏
         ・消費者啓発コーナー（パネル展示）
　　　　　         　東三河地区のうち３団体

「第３５回これからの暮らしを考えるみんなの集い」を
開催した。
    開催日時　   平成２４年１０月１８日（木）
　　　　　　　　　　　午後１時３０分～３時３０分
    開催場所　  江南市民文化会館
    主　　催　     愛知県
    協　　力　     愛知県共同購入協会
    後　　援　     江南市
    参加人数　  ４６５人
    事業内容
        ・講演　「人生心豊に」
　　　　　          犬山・継鹿尾観音　寂光院
　　　　　　　　　　山主　松平實胤氏
         ・消費者啓発コーナー（パネル展示）
　　　　　         　尾北地域の1団体

「第３６回これからの暮らしを考えるみんなの集い」を
開催した。
    開催日時　   平成２５年１０月１７日（木）
　　　　　　　　　　　午後１時～３時
    開催場所　  パティオ池鯉鮒
    主　　催　     愛知県
    協　　力　     愛知県共同購入協会
    後　　援　     知立市
    参加人数　 　521人
    事業内容
        ・講演　「Will　あなたがいてくれて　よかった」
　　　　　           浄土宗・西居院
　　　　　　　　　　第二十一代住職　廣中邦充氏

「第３７回これからの暮らしを考えるみんなの集い」を
開催した。
    開催日時　   平成２６年１０月１５日（水）
　　　　　　　　　　　午後１時～３時
    開催場所　  日進市民会館
    主　　催　     愛知県
    協　　力　     愛知県共同購入協会
    後　　援　     日進市
    参加人数　   ５６５人
    事業内容
　　　・講演
　　　　　「伝えたい　残したい　 なごやの 食文化」
　　　　　　南山大学名誉教授
　　　　　　東海学園大学特任教授　安田　文吉氏

県民生活課

(2)消費者団体と
連携した啓発活
動

街頭キャンペーンの実
施回数
２回（毎年度）

悪質商法未然防止のちらし配布
第１回
  ・ 平成２２年８月３０日（月）
　　午前１０時～（１時間程度）
  ・ 金山総合駅前
  ・ 県職員１名、消費者団体２０名
第２回
  ・ 平成２２年９月４日（土）
　　午前１１時～（１時間程度）
  ・ イオン熱田店
  ・ 県職員１名、消費者団体２０名

悪質商法未然防止のちらし配布
第１回
  ・ 平成２３年９月１２日（月）
　　午前１１時３０分～（１時間程度）
  ・ 地下鉄伏見駅付近
  ・ 県職員１名、消費者団体１０名
第２回
  ・ 平成２３年１１月２４日（木）
　　午前１０時～（１時間程度）
  ・ 一宮総合駅
  ・ 県職員１名、消費者団体１５名

悪質商法未然防止街頭キャンペーン(ちらし等配布)
第１回
  ・ 平成２４年１０月１０日（水）
　　午前９時～（１時間程度）
  ・ 一宮総合駅
  ・ 県職員４名、消費者団体１０名
第２回
　・平成２４年１０月２６日
　・アピタ阿久比店
第３回
　・平成２４年１１月１４日（水）
　　午前11時～（１時間程度）
  ・ 地下鉄伏見駅付近
  ・ 県職員２名、消費者団体１５名
第４回
　・平成２４年１１月１４日（水）
　　午後１時３０分～（１時間程度）
　・金山総合駅付近
　・県職員２名、消費者団体１２名
第５回
　・平成２４年１１月５日
　・名鉄東岡崎駅周辺
第６回
　・平成２４年１１月１９日
　　午前８時３０分～（１時間程度）
　・豊橋駅

悪質商法未然防止街頭キャンペーン(ちらし等配布)
第１回
  ・平成２５年１０月３日（木）
　・アピタ阿久比店
  ・消費者団体６名
第２回
 ・ 平成２５年１０月７日（月）
　　午前１１時～（１時間程度）
  ・  地下鉄伏見駅付近
  ・ 県職員１名、消費者団体１０名
第３回
　・平成２５年１０月９日（水）
　　午前９時～（１時間程度）
  ・ 一宮総合駅
  ・ 県職員３名、消費者団体１０名
第４回
　・平成２５年１０月９日（水）
　　午後１時～（１時間程度）
　・金山総合駅付近
　・県職員１名、消費者団体１２名
第５回
　・平成２５年１０月３０日
　　午前８時３０分～（１時間程度）
　・豊橋駅
第６回
　・平成２５年１１月１２日
　・名鉄東岡崎駅周辺

悪質商法未然防止街頭キャンペーン(ちらし等配布)
第１回
  ・平成２６年１０月２日（木）午前１０時～
　・アピタ阿久比店
  ・消費者団体１０名
第２回
  ・平成２６年１０月２日（木）
　　午前１１時～（１時間程度）
  ・ 地下鉄伏見駅付近
  ・ 県職員１名、消費者団体１０名
第３回
　・平成２６年１０月８日（水）
　　午前９時～（１時間程度）
  ・ 一宮総合駅
  ・ 県職員２名、消費者団体１０名
第４回
　・平成２６年１０月８日（水）
　　午後２時～（１時間程度）
　・金山総合駅付近
　・消費者団体９名
第５回
　・平成２６年１０月６日（月）　午後１時～
　・名鉄東岡崎駅周辺
　・県職員１名、消費者団体１２名
第６回
　・平成２６年１０月２７日（月）午前８時～
　・豊橋駅
　・県職員１名、消費者団体１２名

県民生活課

③
消
費
者
被
害
の
拡
大
防
止
及
び
未
然
防
止
の
た
め
の
啓
発

④
消
費
者
団
体
等
の
活
動
促
進
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「愛知県消費者行政推進計画(平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標２）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
関係課室平成２６年度実績・事業内容取組 具体的な施策

目標 過去の実績・事業内容（参考）

④
消
費
者
団
体
等
の
活

動
促
進

(3)消費者問題
に取り組む女性
団体への活動
促進事業

活動事例発表大会回数
１回（毎年度）

平成２３年１月１９日（水）
　愛知県地域婦人団体活動事例発表大会　開催
　（実施結果概要）
　・各地区の地域婦人会の1年間の活動が発表され
た。食の安心安全、地産地消などのテーマに
取り組んだ事例があった。

平成２４年１月１８日（水）
　愛知県地域婦人団体活動事例発表大会　開催
　（実施結果概要）
　・各地区の地域婦人会の1年間の活動が発表され
た。食の安心安全、地産地消などのテーマに
取り組んだ事例があった。

平成２５年１月２９日（火）
愛知県地域婦人団体活動事例発表大会　開催
（実施結果概要）
・各地区の地域婦人会の１年間の活動が発表され
た。「３R」のテーマに取り組んだ事例がいくつかみら
れた。
・経済産業省による「製品安全セミナー」を実施し
た。消費者が製品事故から身を守るための製品の
安全な使用法やリコール製品等について学んだ。

平成２６年１月３０日（木）
愛知県地域婦人団体活動事例発表大会　開催
（実施結果概要）
・各地区の地域婦人会の１年間の活動が発表され
た。「３R」や環境問題等のテーマに取り組んだ事例
がいくつかみられた。

平成２７年１月２９日（木）
愛知県地域婦人団体活動事例発表大会　開催
（実施結果概要）
・各地区の地域婦人会の１年間の活動が発表され
た。「エコ家計簿」「エコカーテン」等による節電の取
組や、環境問題に取り組んだ事例がいくつかみられ
た。

生涯学習課

(1)「エコ モビリ
ティ ライフ」の推
進

「あいちエコモビリティラ
イフ推進協議会」の構成
団体数

１７０団体
（平成２７年度まで）

「あいちエコモビリティライフ推
進協議会」の構成団体数

１８０団体
（平成２７年度まで）

「あいちエコモビリティライフ推進協議会」の構成団
体数　１６２団体
（平成２３年３月３１日現在）
※平成２２年４月１日現在の構成団体数：１５５団体
・7/7　あいちエコモビリティライフ推進協議会総会

・10/8～3/1 　公共交通利用促進モデル事業の実施
（コミュニティバスの利用促進などに取り組む４つの
地域団体を支援）
※3/17に成果報告会を実施（１１２名出席）

・11/3～3/20　 あいちエコモビリティライフ広報キャ
ラバン隊によるＰＲ（ベロタクシーの運行や啓発グッ
ズの配布）
・2月　エコモビリティライフＰＲ用ＤＶＤ（１８０枚）の作
成
※ネットあいち「インターネット情報局」での配信や中
央県民生活プラザでの上映を実施

「あいちエコモビリティライフ推進協議会」の構成団
体数　１６９団体
（平成２４年３月３１日現在）
※平成２３年４月１日現在の構成団体数：１５９団体

・「エコモビ絵日記・フォトエッセイコンテスト」の実施
　　（絵日記５８１件、フォトエッセイ５８件の応募）

・「エコモビＰＲキャンペーン」の実施
　　（７月１６日（土）から２４年２月１２日（日）まで県
内９１か所で１０８日間実施）

・「エコモビリティライフ実践促進モデル事業」の実施
　　（コミュニティバスの利用促進などに取り組む４つ
の地域団体を支援）
　※　３月１５日（木）に成果報告会を開催（約１００名
参加）

・「エコ モビリティ ライフ 県民の集い」の開催
　　１１月６日（日）に愛知芸術文化センターで実施
　　（約２３０名参加）

「あいちエコモビリティライフ推進協議会」の構成団
体数　１７３団体
（平成２５年３月３１日現在）
※　平成２４年４月１日現在の構成団体数　１６９団
体

・「エコモビリティライフ」推進表彰の創設・実施
　　（「県民の集い」にて３団体表彰）
・「エコ　モビリティ　ライフ　県民の集い２０１２」の開
催
　　１１月２０日（火）に愛知芸術文化センターで実施
　　（約２５０名参加）
・市町村等と連携した実践促進事業の実施
　　（１６か所で１７日間実施）
・エコモビ実践出前講座の開催
　　（県内で７回開催）
・「エコモビ」PRキャラバン隊による「エコモビリティラ
イフ普及啓発活
　　動事業」の実施（緊急雇用創出事業基金事業）
　　（平成２５年１月９日（水）から３月２４日（日）まで
の間に４８か所で５１日間実施）

「あいちエコモビリティライフ推進協議会」の構成団
体数　１７６団体
（平成２６年３月１日現在）
※　平成２５年４月１日現在の構成団体数　１７３団
体

・「エコモビリティライフ」推進表彰の実施
　　（「県民の集い」にて２団体表彰）
・「エコ　モビリティ　ライフ　県民の集い２０１３」の開
催
　　１１月２２日（金）に愛知芸術文化センターで実施
　　（約２００名参加）
・市町村等と連携した実践促進事業の実施
　　（１２か所で１３日間実施）
・「チームエコモビ」による「エコモビリティライフ普及
啓発活
　　動事業」の実施（緊急雇用創出事業基金事業）
　　（平成２５年８月７日（水）から３月２７日（木）まで
の間に１６７か所で１１９日間実施）

「あいちエコモビリティライフ推進協議会」の構成団
体数　１８６団体
（平成２７年３月３１日現在）
※　平成２６年４月１日現在の構成団体数　１７８団
体

・「エコモビリティライフ」推進表彰の実施
　　（「県民の集い」にて２団体表彰）
・「エコ　モビリティ　ライフ　県民の集い２０１４」の開
催
　　１１月２０日（木）に愛知芸術文化センターで実施
　　（約２００名参加）
・市町村等と連携した実践促進事業の実施
　（５か所で６日間実施）
・「エコモビ実践活動推進事業」の実施
 　実施期間 ：１１月２０日（木）から１２月１９日（金）
まで（３０日間）
　　【１２月３日（１２月の第１水曜日）を県内一斉「エ
コ通勤デー」とする】
 　参加事業所数：１，５１６事業所

交通対策課

(2)東海三県一
市グリーン購入
キャンペーンの
実施

啓発キャンペーン回数
１回（毎年度）

○日程
   平成２３年１月１５日（土）から２月１４日（月）まで
○参加店舗数
      約４，３００（愛知県内：約２，９００）
○実施内容
     ・ 参加店舗内における詰替商品等のコーナーの
設置、ポスター等啓発物品の掲示
     ・ 指定の環境ラベルがついた商品又は詰替商
品を購入して、 アンケートに回答した方を対象とした
懸賞応募
     ・ 参加店舗によるオリジナル企画

○日程
   平成２４年１月１５日（日）から２月１４日（火）まで
○参加店舗数
      約４，３００（愛知県内：約２，９００）
○実施内容
     ・ 参加店舗内における詰替商品等のコーナーの
設置、ポスター等啓発物品の掲示
     ・ 指定の環境ラベルがついた商品又は詰替商
品を購入して、アンケートに回答した方を対象とした
懸賞応募
     ・ 参加店舗によるオリジナル企画

○日程
      平成２５年１月１５日（火）から２月１４日（木）ま
で
○参加店舗数
      約４，４００（愛知県内：約３，１００）
○実施内容
     ・ 参加店舗内における詰替商品等のコーナーの
設置、 ポスター等啓発物品の掲示
     ・ 指定の環境ラベルがついた商品又は詰替商
品を購入して、アンケートに回答した方を対象とした
懸賞応募
     ・ 参加店舗によるオリジナル企画

○日程
      平成２６年１月１５日（水）から２月１４日（金）ま
で
○参加店舗数
      約５，１００（愛知県内：約３，２００）
○実施内容
     ・ 参加店舗内における詰替商品等のコーナーの
設置、 ポスター等啓発物品の掲示
     ・ 環境ラベル商品、つめかえ商品、地元・旬のも
の、ＬＥＤ照明購入者を対象とした懸賞応募
　　 ・ 啓発イベントの実施（平成２６年１月２５日、２６
日テラスコート一宮）
     ・ 参加店舗によるオリジナル企画

○日程
      平成２６年１０月１５日（水）から１１月１４日（金）
まで
○参加店舗数
      約４，７００（愛知県内：約２，５００）
○実施内容
     ・ 参加店舗内における詰替商品等のコーナーの
設置、ポスター等啓発物品の掲示
     ・ 環境ラベル商品、つめかえ商品、地元・旬のも
のの購入者を対象とした懸賞応募
     ・ 参加店舗によるオリジナル企画
　　 ・ 啓発イベントの実施（平成２６年１０月１８日、１
９日リーフウォーク稲沢）
　　 ・ ＥＳＤユネスコ世界会議併催イベントに、グリー
ン購入ＰＲブースを出展（１１月７日、８日、久屋大通
公園）
   　・あいちの農林水産フェアに出展（１１月１３日、１
４日、丸栄百貨店）

環境活動
推進課

(3)体験型環境
学習事業の実
施

環境学習講座開催回数
５０回（毎年度）

環境学習講座後のアンケート
で「わかりやすかった」との回
答
 ８０％　（毎年度）

実施回数　６４回
　主な内容　・生活排水の実験
　　　　　　　　・模擬酸性雨をつくる実験
　　　　　　　　・地球温暖化について
　　　　　　　　・自動車排気ガスの実験

実施回数　４３回
　環境講座の主な内容
　　　　　・地球温暖化について
　　　　　・水のよごれについて
　　　　　・ごみについて

開催回数　４４回
　　環境講座の主な内容
　　　　　　・地球温暖化について
　　　　　　・水の汚れについて
　　　　　　・ごみについて
　　　　　　・酸性雨について

環境学習講座後のアンケートで「わかりやすかった」
との回答　　　　　 ９１％

開催回数　３２回
　　環境講座の主な内容
　　　　　　・地球温暖化について
　　　　　　・水の汚れについて

環境学習講座後のアンケートで「わかりやすかった」
との回答　　　　　 ９２％

開催回数　３５回
　　環境講座の主な内容
　　　　　　・地球温暖化について
　　　　　　・水の汚れについて
　　　　　　・ごみについて
　　　　　　・酸性雨について

環境学習講座後のアンケートで「わかりやすかった」
との回答　　　　　　８６％

環境活動
推進課

(4)地球温暖化
防止活動の推
進

温室効果ガス排出量を
基準年度比６％削減
平成２２年度まで
「あいち地球温暖化防止
戦略」

ストップ温暖化教室の受講者
数
毎年１万人程度
（２０２０年までに延べ１０万人）

○ストップ温暖化教室
　　・小学校高学年（5,6年生）向け
　　　　実施校61小学校　　　参加者数：4,225名
　　・小学校中学年（3,4年生）向け
　　　　実施校：57小学校　　　参加者数：4,351名
○エコドライブ講習会
　　　開催：５回　　受講者：56名
○グリーン電力証書制度の活用促進
　　・あいちカーボンオフセット推進協議会へのグ
リーン電力証書の購入申込み
　　　平成22年度実績　電力量76,000kWh（件数３件）
○住宅用太陽光発電施設導入促進費補助金
　　・市町村からの申請状況　49市町村　5,644件（申
請件数）

○ストップ温暖化教室
　　・小学校高学年（5,6年生）向け
　　　　実施校72小学校　　　参加者数：5,361名
　　・小学校中学年（3,4年生）向け
　　　　実施校：65小学校　　　参加者数：5,046名
○エコドライブ講習会
　　　開催：５回　　受講者：52名
○グリーン電力証書制度の活用促進
　　・あいちカーボンオフセット推進協議会へのグ
リーン電力証書の購入申込み
　　　平成23年度実績　電力量14,400kWh（件数６件）
○住宅用太陽光発電施設導入促進費補助金
　　・市町村からの申請状況　48市町村6,426件（受
付件数）
○「あいち地球温暖化防止戦略２０２０」の策定

○ストップ温暖化教室
　・小学校高学年（5、6年生）向け
   　実施校　　63小学校　参加者数5,095名
　・小学校中学年（3、4年生）向け
　　実施校　67小学校　参加者数5,221名

○エコドライブ講習会
　　開催３回　受講者30名

○住宅用太陽光発電施設導入促進費補助金
　・市町村からの申請状況　　53市町村9,319件（受
付件数）

○ストップ温暖化教室
　・小学校高学年（5、6年生）向け
   　実施校　　  48小学校　参加者数3,500名
　・小学校中学年（3、4年生）向け
　　実施校　 　 42小学校　参加者数2,836名

○エコドライブ講習会
　　開催３回　受講者31名

○住宅用太陽光発電施設導入促進費補助金
　・市町村からの申請状況　　52市町村  11,332件
（受付件数）

○ストップ温暖化教室
　・小学校高学年（5、6年生）向け
   　実施校　　  38小学校　参加者数2,403名
　・小学校中学年（3、4年生）向け
　　実施校　 　  53小学校　参加者数3,487名

○エコドライブ講習会
　　開催３回　受講者49名

○住宅用太陽光発電施設導入促進費補助金
　・市町村からの申請状況　　51市町村  10,374件
（受付件数）

大気環境課
地球温暖化

対策室

⑤
環
境
問
題
へ
の
対
応

6



「愛知県消費者行政推進計画(平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標２）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
関係課室平成２６年度実績・事業内容取組 具体的な施策

目標 過去の実績・事業内容（参考）

(5)生活排水対
策の推進

水質パトロール事業参
加者数
３，０００名（平成２２年
度）

 ４０団体１,５００名以上
（毎年度）

県内全市町村を対象に、水質パトロール隊の参加
者を募集。県から配布した「水質パトロール隊調査
マニュアル」及びＣＯＤ（化学的酸素要求量）の水質
簡易測定試薬（パックテスト）を用いて、水の汚れ具
合などを調べ、その結果をレポートにまとめて提出し
ていただく。

　5月～6月　　水質パトロール隊参加グループの募
集
　6月　　　　　　水質パトロール隊活動実施マニュア
ル及び資材の送付
　6月～9月　　各水質パトロール隊の活動実施（42
グループ　1,953名）
　9月～10月　活動レポートのとりまとめ、審査
　12月22日　　表彰式
　1月～3月　　報告書の作成、送付

・県内各地の小中学生を対象に、水質パトロール隊
の参加者を募集。
・県から配布する調査マニュアルと水質簡易測定試
薬を使って、身近な水辺のよごれ具合や生き物の調
査を実施し、その結果をレポートにまとめる。
・送付されたレポートを県で審査し、優秀な活動を
行ったグループを表彰する。
　
　　平成23年度参加者数　42グループ　1,345名

・県内各地の小中学生を対象に、水質パトロール隊
の参加者を募集。
・県から配布する調査マニュアルと水質簡易測定試
薬を使って、身近な水辺のよごれ具合や生き物の調
査を実施し、その結果をレポートにまとめる。
・送付されたレポートを県で審査し、優秀な活動を
行ったグループを表彰する。
　
　　平成24年度参加者数　55グループ　1,539名

・県内各地の小中学生を対象に、水質パトロール隊
の参加者を募集。
・県から配布する調査マニュアルと水質簡易測定試
薬を使って、身近な川などの汚れ具合や水辺の生
物調査を実施し、その結果をレポートにまとめる。
・送付されたレポートを県で審査し、優秀な活動を
行ったグループを表彰する。
・平成25年度参加実績
　　参加グループ：51グループ
　　参加人数：1,229名

・県内各地の小中学生を対象に、水質パトロール隊
の参加者を募集。
・県から配布する調査マニュアルと水質簡易測定試
薬を使って、身近な川などの汚れ具合や水辺の生
物調査を実施し、その結果をレポートにまとめる。
・送付されたレポートを県で審査し、優秀な活動を
行ったグループを表彰する。
・平成26年度参加実績
　　参加グループ：49グループ
　　参加人数：1,081名

水地盤
環境課

(6)ごみ減量化
対策の推進

一人一日あたりに排出
される
ごみの量
 （資源回収されるものを
除く）
７２０グラム

○ごみ散乱防止キャンペーンの実施
       「空き缶ごみの散乱の防止に関する条例」に定
められている「ごみ散乱防止強調週間」（５月３０日
から６月５日まで）において街頭キャンペーン等の広
報活動や清掃活動 を実施した。
○ごみゼロ社会推進あいち県民会議への負担金支
出
      レジ袋削減取組店の登録及びレジ袋削減優良
店の表彰
      県民大会の開催及び研修会・課題別部会の開
催
○中部圏ごみゼロ社会実現推進会議への参加
　　  中部圏９県１市の地域において、ごみゼロ社会
の実現に向けた広域的な取組を推進した。

○H22　７６５グラム

○ごみ散乱防止キャンペーンの実施
      「空き缶ごみの散乱の防止に関する条例」に定
められている「ごみ散乱防止強調週間」（５月３０日
から６月５日まで）において街頭キャンペーン等の広
報活動や清掃活動 を実施した。

○ごみゼロ社会推進あいち県民会議への負担金支
出
  　 レジ袋削減取組店の登録及びレジ袋削減優良
店の表彰
    県民大会の開催及び研修会・課題別部会の開催
○中部圏ごみゼロ社会実現推進会議への参加
　 中部圏９県１市の地域において、ごみゼロ社会の
実現に向けた広域的な取組を推進した。

○H23　７６５グラム

○ごみ散乱防止キャンペーンの実施
       「空き缶ごみの散乱の防止に関する条例」に定
められている「ごみ散乱防止強調週間」（５月３０日
から６月５日まで）において街頭キャンペーン等の広
報活動や清掃活動 を実施した。
○ごみゼロ社会推進あいち県民会議への負担金支
出
      レジ袋削減取組店の登録及びレジ袋削減優良
店の表彰
      県民大会の開催及び研修会・地域別部会の開
催
○中部圏ごみゼロ社会実現推進会議への参加
　　  中部圏９県１市の地域において、ごみゼロ社会
の実現に向けた広域的な取組を推進した。

○H24　７６７グラム

○ごみ散乱防止キャンペーンの実施
     「空き缶ごみの散乱の防止に関する条例」に定
められている「ごみ散乱防止強調週間」（５月３０日
から６月５日まで）において街頭キャンペーン等の広
報活動や清掃活動 を実施した。
○ごみゼロ社会推進あいち県民会議への負担金支
出
      レジ袋削減取組店の登録及びレジ袋削減優良
店の認定
      県民フォーラムの開催及び研修会・３部会合同
会議の開催
○中部圏ごみゼロ社会実現推進会議への参加
　　  中部圏９県１市の地域において、ごみゼロ社会
の実現に向けた広域的な取組を推進した。

○H25　７６２グラム

○ごみ散乱防止キャンペーンの実施
     「空き缶ごみの散乱の防止に関する条例」に定
められている「ごみ散乱防止強調週間」（５月３０日
から６月５日まで）において街頭キャンペーン等の広
報活動や清掃活動 を実施した。
○ごみゼロ社会推進あいち県民会議への負担金支
出
      レジ袋削減取組店の登録及びレジ袋削減優良
店の認定
      県民大会の開催及び研修会・３部会合同会議
の開催
○中部圏ごみゼロ社会実現推進会議への参加
　　  中部圏９県１市の地域において、ごみゼロ社会
の実現に向けた広域的な取組を推進した。

資源循環
推進課

⑤
環
境
問
題
へ
の
対
応
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「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標３）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

(1)生産から
消費までの一
貫した安全対
策

「あいち食の安全・安心
推進アクションプラン」に
基づく各アクションの目
標達成

「あいち食の安全・安心推進アクションプラン」に基
づく各アクションの目標達成に向けてアクションを
推進した。

「あいち食の安全・安心推進アクションプラン」に基
づく各アクションの目標達成に向けてアクションを
推進した。

「あいち食の安全・安心推進アクションプラン」に基
づく各アクションの目標達成に向けて施策を推進し
た。

「あいち食の安全・安心推進アクションプラン」に基
づく各アクションの目標達成に向けて施策を推進し
た。

「あいち食の安全・安心推進アクションプラン」に基
づく各アクションの目標達成に向けて施策を推進し
た。

生活衛生課

(2) ＨＡＣＣＰ
導入による食
品の安全確
保の強化

食品製造施設、大量調
理施設へのＨＡＣＣＰ導
入を継続して推進

食品製造施設、大量調理施設へのＨＡＣＣＰ導入
７施設
　　ＨＡＣＣＰ導入研修　２２施設
　　ＨＡＣＣＰ実地指導　７施設×５回

食品製造施設、大量調理施設へのＨＡＣＣＰ導入
６施設
　　ＨＡＣＣＰ導入研修　２３施設
　　ＨＡＣＣＰ実地指導　７施設×３回

食品製造施設、大量調理施設へのHACCP導入　５
施設
　ＨＡＣＣＰ導入研修　２９施設
　ＨＡＣＣＰ実地研修　７施設×２回

食品製造施設、大量調理施設へのHACCP導入　７
施設
　ＨＡＣＣＰ導入研修　２９施設
　ＨＡＣＣＰ実地研修　７施設×１回

食品製造施設、大量調理施設へのHACCP導入 ５
施設
　ＨＡＣＣＰ導入研修　１７施設
　ＨＡＣＣＰ実地研修　５施設×１回

生活衛生課

(3) ＧＡＰ手法
の導入推進

ＧＡＰ手法の導入産地
数
約１００産地（平成２３年
度まで「愛知県環境と安
全に配慮した農業推進
計画」）

ＧＡＰ手法の導入産地等数
１２０産地等（平成27年度目
標）

平成２３年１月末現在
　　ＧＡＰ手法の導入組織・法人等数　　９３

平成２３年１２月末現在
　　ＧＡＰ手法の導入組織・法人等数　　１０８

平成24年12月末現在
　ＧＡＰ手法の導入組織・法人等数　１２３産地等

平成26年3月末現在
　ＧＡＰ手法の導入組織・法人等数　１３６産地等

平成27年3月末現在
　ＧＡＰ手法の導入組織・法人等数　１４０産地等

農業経営課

(1)県内に流
通する食品
の安全確保

監視指導計画を定め、
継続して実施

監視指導実績　89,971件／監視指導計画　92,215
件

監視指導実績　93,524件／監視指導計画　91,565
件

監視指導実績　92,678件／監視指導計画　90,538
件

監視指導実績　88,828件／監視指導計画　88,209
件

監視指導実績　84,403件／監視指導計画　87,917
件

生活衛生課

(2)高度な試
験検査等を
実施するため
の体制整備

整備する機関
衛生研究所始め４か所

整備する機関
衛生研究所、食品監視・検査
センター

１１月末までに、衛生研究所、食品衛生検査所、衣
浦東部保健所、豊川保健所の４か所に、高速液体
クロマトグラフ等を整備。

衛生研究所等に、ゲルマニウム半導体検出器及
び、NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータを整備
し、食品中の放射性物質に関する検査体制を強化
した。

平成２３年度に衛生研究所に整備したゲルマニウ
ム半導体検出器を用いて、食品中の放射性物質の
検査を実施した。(検査件数１２６件）

平成２３年度に衛生研究所に整備したゲルマニウ
ム半導体検出器を用いて、食品中の放射性物質の
検査を実施した。
(検査件数１００件）

平成２３年度に衛生研究所に整備したゲルマニウ
ム半導体検出器を用いて、食品中の放射性物質の
検査を実施した。
(検査件数１００件）

生活衛生課

(3)と畜検査
及び牛海綿
状脳症（ＢＳ
Ｅ）の検査

検査率
１００％（毎年度）

○と畜検査頭数
　 牛　２，１１８頭、馬　１２頭、豚　３６，５５２頭
【検査率１００％】
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）スクリーニング検査頭数
　　　　２，１１８頭　　　　　　　【検査率１００％】

○と畜検査頭数
　 牛　２，３４５頭、馬　１４頭、豚　３３，２０１頭
【検査率１００％】
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）スクリーニング検査頭数
　　２，３４５頭　　　　　　　【検査率１００％】

○と畜検査頭数
　 牛　２，４４９頭、馬　８頭、豚　３３，０４７頭
【検査率１００％】
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）スクリーニング検査頭数
　　２，４４９頭　　　　　　　【検査率１００％】

○と畜検査頭数
　 牛　２，４０４頭、馬　９頭、豚　３１，９０４頭
【検査率１００％】
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）スクリーニング検査頭数
　９２５頭　                  【検査率１００％】

○と畜検査頭数
　 牛　２，２５２頭、馬　２頭、豚　２７，６４５頭
【検査率１００％】
○牛海綿状脳症（ＢＳＥ）スクリーニング検査頭数
　３８６頭　                  【検査率１００％】

生活衛生課

(4)家畜の飼
養衛生管理
指導及び家
畜疾病の監
視

鳥インフルエンザの監
視検査率
５０％以上を維持
（毎年度）

県内家きん飼養農家全戸につ
いて立入検査を実施
（毎年度）

○定点モニタリング検査
　　毎月県内９戸の鶏飼養農場で定点監視を実施
した（鳥インフルエンザ発生月の２月は６戸）
○強化モニタリング検査
　　　鶏飼養農場検査：１３８戸　（全体２８０戸）
　　　うずら飼養農場検査：３２戸　（全体３２戸）
　　　あいがも飼養農場検査：４戸　（全体４戸）

※進捗率＝（9＋138＋32＋4戸）÷（（280＋32＋4
戸）×50%）→　116%

○定点モニタリング検査
　　毎月県内９戸の鶏飼養農場で定点監視を実施
した
○強化モニタリング検査
　　　鶏飼養農場検査：２５１戸　（全体２６０戸）
　　　うずら飼養農場検査：２７戸　（全体２７戸）
※進捗率＝（9＋251＋27戸）÷（（260＋27戸）×
50%）×100＝200%

県内家きん飼養農家全３５９戸について立入を実
施（１００％）

県内家きん飼養農家全３２３戸について立入検査
を実施　　　　　　（１００％）

県内家きん飼養農家全３１３戸について立入検査
を実施　　　　　　（１００％）

畜産課

(5)飼料添加
物等適正使
用の指導

配合飼料承認工場への
立入検査率
８０％以上を維持
（毎年度）

平成２２年１１～１２月
　・愛知県内の配合飼料承認工場、１０か所全てに
立入検査を実施
　・栄養性検査、表示検査等を１０工場、２１件実施
　　検査実施率：１００％

平成２３年7月、１１月、１２月
　・愛知県内の配合飼料承認工場、９か所全てに
立入検査を実施
　・栄養性検査、表示検査等を９工場、２０件実施
　　検査実施率：１００％

平成２４年８月、１１月、１２月、１月
・愛知県内の配合飼料承認工場、９か所全てに立
入検査を実施
・栄養性検査、表示検査等を９工場、１９件実施
　検査実施率：１００％

平成２５年６月、７月、９月、１０月
・愛知県内の配合飼料承認工場、９か所全てに立
入検査を実施
・栄養性検査、表示検査等を９工場、１９件実施
　検査実施率：１００％

平成２６年６月、７月、９月、１１月
・愛知県内の配合飼料承認工場、９か所全てに立
入検査を実施
・栄養性検査、表示検査等を９工場、１８件実施
　検査実施率：１００％

畜産課

(6)魚類防疫
対策の推進・
指導

管理指導の実施経営体
数
養殖等経営体総数の
８０％の経営体
（毎年度）

１７８経営体のうち１７４経営体（約９８％）を実施
　　・疾病発生監視、発生時対策
　　・医薬品残留検査
　　・医薬品適正使用指導
　　・養殖衛生管理技術指導
　うなぎ　１４５、ます類　１５、あゆ　１４

１７３経営体のうち１７３経営体（１００％）を実施
　　・疾病発生監視、発生時対策
　　・医薬品残留検査
　　・医薬品適正使用指導
　　・養殖衛生管理技術指導
　うなぎ　１４３、ます類　１４、あゆ　１６

１７０経営体のうち１６９（うなぎ143、ます類13、あ
ゆ16）経営体（約９９％）を実施。
　・疾病発生監視、発生時対策
　・医薬品残留検査
　・医薬品適正使用指導
　・養殖衛生管理技術指導

１６７経営体のうち１６４（うなぎ135、ます類13、あ
ゆ16）経営体（約９８％）を実施。
　・疾病発生監視、発生時対策
　・医薬品残留検査
　・医薬品適正使用指導
　・養殖衛生管理技術指導

１６４経営体のうち１６４（うなぎ137、ます類11、あ
ゆ16）経営体（１００％）を実施。
　・疾病発生監視、発生時対策
　・医薬品残留検査
　・医薬品適正使用指導
　・養殖衛生管理技術指導

水産課

(7)貝毒の監
視対策

貝毒検査実施回数
７回（毎年度）

７回検査を実施
検査日：４月１３日(麻痺性）、４月１６日(下痢性)、
４月２７日(麻痺性）、５月１３日(麻痺性）、５月１７日
(下痢性）、３月８日(麻痺性）、３月２４日（麻痺性）

７回検査を実施
検査日：４月５日(麻痺性）、４月５～８日(下痢性)、
４月２１日(麻痺性）、５月１７日(麻痺性）、 ５月１７
～２０日(下痢性）、３月１３日(麻痺性）、３月２７日
（麻痺性）

７回検査を実施
検査日：４月１０日(麻痺性）、４月１０～１２日（下痢
性）、 ４月２４日（麻痺性）、５月８日（麻痺性）、５月
８～１０日（下痢性）、３月１３日（麻痺性）、３月２８
日（麻痺性）

８回検査を実施
検査日：４月１０日(麻痺性）、４月１０～１２日（下痢
性）、４月
２５日（麻痺性）、５月９日（麻痺性）、５月９～１３日
（下痢性）、
 ３月５日（麻痺性）、３月１９日（麻痺性）、３月２５日
（麻痺性）

９回検査を実施
検査日：４月１日(麻痺性）、４月３日(麻痺性）、４月
１６日(麻痺性）、４月１６～１８日（下痢性）、５月２
日（麻痺性）、５月１４日（麻痺性）、５月１４～１６日
（下痢性）、
 ３月１０日（麻痺性）、３月２４日（麻痺性）

水産課

平成２６年度実績・事業内容 関係課室

食
に
関
す
る
総
合
的
な
安
全
対
策
の
推
進

　・商品・サービスによる危害を防止するとともに、規格・表示等の適正化を図って、消費者の安全確保と適正な選択が可能な基盤の整備を図る。

　・特に、消費者の関心が高い食の安全・安心の確保については、生産、加工、流通・販売段階における安全管理体制を総合的に推進する。

　・商品・サービスに関して消費者の意見・要望を把握するとともに、その意見・要望等を事業者団体や行政機関に提供し、事業活動や施策へ反映されるよう努める。

過去の実績・事業内容（参考）

目標３　　消費生活の安全･安心の確保

①
食
の
安
全
・
安
心
の
確
保

取組 具体的な施策
目標

監
視
・
指
導

、
検
査
体
制
の
充
実
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「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標３）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
平成２６年度実績・事業内容 関係課室

過去の実績・事業内容（参考）
取組 具体的な施策

目標

(1)消費生活
モニターによ
る情報収集

消費生活モニター数
４００名（毎年度）

２２年度　モニター委嘱　３８３名
消費生活モニターから不適切な食品表示などに関
する情報を１５１件収集

２３年度　モニター委嘱　３７５名
消費生活モニターから不適切な食品表示などに関
する情報を１３６件収集

２４年度　モニター委嘱　３９３名
消費生活モニターから不適切な食品表示などに関
する情報を
１１６件収集

２５年度　モニター委嘱　３２７名
消費生活モニターから不適切な食品表示などに関
する　　　　　　情報を１０４件収集

２６年度　モニター委嘱　１９９名
消費生活モニターから不適切な食品表示などに関
する　　　　　　情報を４７件収集

県民生活課

(2)食品衛生
法による食品
表示の監視

監視指導計画を定め、
継続して実施

３月に監視指導計画を定め、食品関係施設の監視
に併せて食品表示の監視指導を実施した

監視指導計画を定め、食品関係施設の監視に併
せて食品表示の監視指導を実施した。

監視指導計画に基づき、食品関係施設の監視に併
せて食品表示の監視指導を実施した。

監視指導計画に基づき、食品関係施設の監視に併
せて食品表示の監視指導を実施した。

監視指導計画に基づき、食品関係施設の監視に併
せて食品表示の監視指導を実施した。

生活衛生課

(3)ＪＡＳ法に
よる食品表示
の調査・監視

食品表示遵守状況調査
数
８００か所（毎年度）

○小売業者
   ７／２３　　第１回調査報告　２００店舗
   ９／２４　　第２回調査報告　１９１店舗
  １１／２４　 第３回調査報告　１９５店舗
   １／２１　　第４回調査報告　１９４店舗
　　　　　　年間集計　　　　７８０店舗
○食品製造事業者
            　年間集計　　　　　５０店舗

○小売業者
   ７／２２　　第１回調査報告　２４７店舗
   ９／２２　　第２回調査報告　２１０店舗
  １１／２５　 第３回調査報告　１６５店舗
   １／２７　　第４回調査報告　１８８店舗
　　　　　　年間集計　　　　８１０店舗
○食品製造事業者
            　年間集計　　　　　３２店舗

○小売業者
   ６／２２　　第１回調査報告　１９９店舗
   ９／７　　　第２回調査報告　２１７店舗
  １１／２２　 第３回調査報告　１９６店舗
   ３／８　　　第４回調査報告　２４１店舗
　　　　　　年間集計　　　　８５３店舗
○食品製造事業者
            　年間集計　　　　　５０店舗

食品表示遵守状況調査数　８００店舗
 ・小売業者
    ① ６／２１　　第１回調査報告　　１７７店舗
    ② ９／６　　　第２回調査報告　　１８１店舗
    ③ １１／２２　第３回調査報告　　１６８店舗
    ④ ３／７　　　第４回調査報告　　２２５店舗
                             年間集計　　７５１店舗
 ・食品製造事業者　　　年間集計　　　４９店舗

食品表示遵守状況調査数　８５３店舗
 ・小売業者
    ① ６/２０　　第１回調査報告　２１５店舗
    ② ９/５　　　第２回調査報告　１９０店舗
    ③ １１/２１　第３回調査報告　１９９店舗
    ④ ３/６　　　第４回調査報告　１９９店舗
　　　　　　　　　　　　　　年間集計　８０３店舗
 ・食品製造事業者　　年間集計　　５０店舗

食育推進課

(4)表示制度
の啓発・普及

消費者及び事業者に対
する啓発・普及を継続し
て実施

○消費者に対する啓発・普及
   ＪＡＳ法に基づく食品表示制度について説明会等
を実施（11回）
○事業者を対象とした啓発・普及
   食品の適正表示推進者講習会を開催（12回）
   9月：2回    10月：3回    2月：6回    3月：1回
　 事業者に対する研修会の開催（13回）

○消費者に対する啓発・普及
   ＪＡＳ法に基づく食品表示制度について説明会等
を実施（14回）
○事業者を対象とした啓発・普及
   食品の適正表示推進者講習会を開催（5回）
   事業者に対する研修会の開催（19回）

○消費者に対する啓発・普及
   ＪＡＳ法に基づく食品表示制度について説明会等
を実施（11回）
○事業者を対象とした啓発・普及
   食品の適正表示推進者講習会を開催（2回）
   事業者に対する研修会の開催（18回）

○消費者に対する啓発・普及
   ＪＡＳ法に基づく食品表示制度について説明会等
を実施（8回実施）

○事業者を対象とした啓発・普及
   食品の適正表示推進者講習会を開催（2回実施）
   事業者に対する研修会の開催（14回実施）

○消費者・事業者に対する啓発・普及
   ＪＡＳ法に基づく食品表示制度について説明会等
を計22回実施
　【内訳】
　・　消費者：6回　　事業者：16回

食育推進課

(5)食品表示
ウォッチャー
による情報収
集

食品表示ウォッチャー
数
２００名（毎年度）

食品表示ウォッチャー数
１４０名

○食品表示ウォッチャーを２００名設置した。

○第１回定例報告（6月）
   282店舗（延べ344店舗）について報告があった。
○第2回定例報告（10月）
　 295店舗（延べ359店舗）について報告があった。
○第3回定例報告（2月）
   317店舗（延べ377店舗）について報告があった。

○食品表示ウォッチャーを２００名設置した。

○第１回定例報告（6月）
   272店舗（延べ332店舗）について報告があった。
○第2回定例報告（10月）
　 310店舗（延べ373店舗）について報告があった。
○第3回定例報告（2月）
   309店舗（延べ391店舗）について報告があった。

○食品表示ウォッチャーを１４０名設置した。

○第１回定例報告（6月）
   197店舗（延べ234店舗）について報告があった。
○第2回定例報告（10月）
　 209店舗（延べ246店舗）について報告があった。
○第3回定例報告（2月）
   219店舗（延べ261店舗）について報告があった。

食育推進課

(1)食生活改
善推進員指
導者の育成

食生活改善推進の指導
者研修の実施
（毎年度）

研修内容
　 糖尿病予防を目的にした講話において、食品の
栄養成分表示の知識を広める。
研修対象者
　 食生活改善推進員
研修実施日
   平成２２年１０月５日（火）、１０月１５日（金）、１０
月１９日（火）、１０月２１日（木）、１０月２８日（木）
研修参加者　１６９名

研修内容
　 高血圧予防を目的にした講話において、食品の
栄養成分表示の知識を広める。
研修対象者
　 食生活改善推進員、愛知県保健所栄養担当及
び市町村栄養担当
研修実施日
   平成２３年９月１２日（月）、１０月１７日（月）、１０
月２０日（木）、１０月２１日（金）、１０月３１日（月）
研修参加者　１６７名
（食生活推進員１２２名、愛知県保健所栄養担当及
び市町村栄養担当４５名）

研修内容
　 高血圧予防を目的にした講話・実習を実施。
研修対象者
　 食生活改善推進員
研修実施日
   平成２４年１０月　４日（木）、１０月　５日（金）、１
０月１０日（水）、１０月１９日（金）、１０月２３日（火）
研修参加者　１６５名

研修内容
　 子どもの生活習慣病予防を目的にした講話・実
習を実施。

研修対象者
　 食生活改善推進員

研修実施日
   平成２５年１２月１８日、平成２６年１月２０日、２２
日、２９日、３１日の５日間

研修参加者　１２３名

研修内容
　 野菜の摂取量を増やし、生活習慣病を予防する
ための講話・実習を実施。

研修対象者
　 食生活改善推進員

研修実施日
   平成２７年２月１２日、１３日、１６日、１７日、１８
日の５日間

研修参加者　１５７名
（食生活推進員１１７名、愛知県保健所栄養担当及
び市町村栄養担当４０名）

健康対策課

(2)食の安全
に関する知識
の普及

講習会等の実施回数
４５回（毎年度）

講習会等の実施回数　　３６回 講習会等の実施回数　　３７回 講習会等の実施回数　　３６回 講習会等の実施回数　　３８回 講習会等の実施回数　　２８回 生活衛生課

(3)食育の推
進

食育推進ボランティアの
登録数
５００名
（平成２２年度まで
「あいち食育いきいきプ
ラン」）
(平成２３年度以降につ
いては、項目も含め改
定予定の計画で目標設
定を行う）

食育推進ボランティアから食
育を学んだ人数

22年度：５．７万人／年
→　27年度：１０万人／年

○食育推進ボランティアの登録数　５５５名
　　・食育推進ボランティア募集　５月１２日から６月
１５日まで
　　・食育推進ボランティア講習会　７月１５日　出席
者１９６名
　　・食育推進ボランティア活動報告会　２月１８日
出席者１１３名

○食育推進ボランティアの登録数　６１４名
　　・食育推進ボランティア募集　４月２８日から６月
１０日まで
　　・食育推進ボランティア研修会　６月２９日　出席
者１７４名
　　・担い手養成講座　名古屋、豊橋会場　２日　参
加者３２名
　　・食育推進ボランティア事例発表会　２月１３日
出席者１４６名
○食育推進ボランティアから食育を学んだ人数
７．２４万人

○食育推進ボランティアの登録数　７６４名
　　・食育推進ボランティア募集　４月２０日から６月
８日まで
　　・食育推進ボランティア研修会　６月２６日　出席
者１９９名
○食育推進ボランティアから食育を学んだ人数
7.6万人

○食育推進ボランティアの登録数　913名
    ５月９日から６月７日まで
　・食育推進ボランティア研修会
　　開催日：７月３日　出席者：130名
　・あいち食育いきいきミーティング
　　開催日：２月１５日（名古屋）　出席者：107名
　　　　　　　２月１７日（岡崎）　　　出席者：116名
○食育推進ボランティアから食育を学んだ人数
8.8万人

○食育推進ボランティアの登録数1,041人
　・募集：６月４日から７月１６日まで
　・あいち食育いきいきミーティング
　　開催日：１０月２３日（岡崎）　出席者：108名
　　　　　　　１１月８日（名古屋）　出席者：154名
○既存イベントにおける食育推進活動
　・１０月１６日（名古屋中央卸売市場）参加者延
1,952人
　・１１月２９日（イオン新瑞橋店）参加者延1,350人
○食育推進ボランティアから食育を学んだ人数
9.1万人

食育推進課

食
品
表
示
の
適
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化

①
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安
全
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提
供
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「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標３）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
平成２６年度実績・事業内容 関係課室

過去の実績・事業内容（参考）
取組 具体的な施策

目標

(4)地産地消
の推進

いいともあいちネット
ワーク会員数
４５０会員
　
農商工連携ビジネス
フェア等の開催
１回（毎年度）

学校給食における地元
農産物の導入割合
３５％
（平成２２年度）

農商工連携等、多様な取組に
よる県産農林水産物を使った
新商品開発数
５年間で５０品目

学校給食における地元農産物
の導入割合
４５％
（平成２７年度）

○いいともあいちネットワーク会員数
　　８９０会員（平成２３年３月末現在）
○農商工連携ビジネスフェア等の開催
　　「地産地消推進研修会・交流会」（平成２２年７
月２９日）
　　　・会場：名古屋銀行協会　　・参加者数：２９８
名
　　「農商工連携ビジネスフェア」（平成２３年２月１０
日）
　　　・会場：アイリス愛知　　　・参加者数：５４４名
○学校給食における県産農産物の使用状況
　　　37.0％（22年度）　　　　※県教育委員会調べ
  　 ・地元農産物学校給食導入促進会議の開催
  　 ・県産農産物学校給食導入促進プロジェクト
チームによる導入促進活動と広域供給体制を検
討。 会議を３回催し、名古屋市に県産みかんを導
入するとともに、２３年度から名古屋市産かぼちゃ
4tの導入を決定した。

○いいともあいちネットワーク会員数
　　１００１会員（平成２４年３月末現在）
○農商工連携ビジネスフェア等の開催
　　「地産地消推進研修会・交流会」（平成２３年８
月１０日）
　　　・会場：アイリス愛知　　・参加者数：５１１名
　　「農商工連携ビジネスフェア」（平成２４年２月１６
日）
　　　・会場：アイリス愛知　　　・参加者数：６８７名
○愛知のふるさと食品コンテストの開催
　出品食品数：６４品（うち平成２３年度開発食品：２
７品）
○学校給食における県産農産物の使用状況
　　　39.2％（23年度）　　　　※県教育委員会調べ
  　 ・地元農産物学校給食導入促進会議の開催
  　 ・県産農産物学校給食

○いいともあいちネットワーク会員数
　　１，１３５会員（平成２５年３月２５日現在）
○農商工連携ビジネスフェア等の開催
　　「地産地消推進研修会・交流会」（平成２４年８
月９日）
　　　・会場：アイリス愛知　　・参加者数：５０２名
　　「農商工連携ビジネスフェア」（平成２５年２月１３
日）
　　　・会場：アイリス愛知　　　・参加者数：７２９名
○愛知のふるさと食品コンテストの開催
　出品食品数：５４品（うち平成２４年度開発食品：１
０品）
○学校給食における県産農産物の使用状況
　　　38.8％（24年度）　　　　※県教育委員会調べ
  　 ・地元農産物学校給食導入促進会議の開催
  　 ・県産農産物学校給食

○いいともあいちネットワーク会員数
　１，２０２会員（平成２６年３月２０日現在）
○地産地消・農商工連携ビジネスフェアの開催
　　・会場：アイリス愛知　・参加者数：７１７名
○愛知のふるさと食品コンテストの開催
　出品食品数：５６品（うち平成２５年度開発食品：１
６品）
○学校給食における県産農産物の使用状況
　　　38.7％（25年度）　　　　※県教育委員会調べ
  　 ・地元農産物学校給食導入促進会議の開催
   　・県産農産物学校給食導入促進プロジェクト
チーム会議の開催

○愛知のふるさと食品コンテストの開催
　出品食品数：６５品（うち平成２６年度開発食品：２
２品）

○学校給食における県産農産物の使用状況
　　　40.7％（26年度）　　　　※県教育委員会調べ
  　 ・地元農産物学校給食導入促進会議の開催
   　・県産農産物学校給食導入促進プロジェクト
チーム会議の開催

＜参考＞
　○いいともあいちネットワーク会員数１，２７７会員
（平成２７年３月末現在）
※　ビジネスフェアは、H26から県主催ではない。

食育推進課

(5)あいちの
農林水産フェ
アの開催

「あいちの農林水産フェ
ア」の開催
（毎年度）

「あいちの農林水産フェア」の
開催
（毎年度）

○あいちのふるさと農林水産フェア開催結果
　　開催日時：平成２２年１１月２０日（土）から２３日
（火・祝）４日間
　　　　　　　　　　午前１０時から午後８時まで
　　会　場：ナゴヤドーム（名古屋市東区大幸南１－
１－１）
　　主な内容：県内の新鮮な農林水産物やふるさと
産品
　　　　　　　　　企画展示「あいちのふるさと食品」
　　　　　　　　　三河の山里体感プラザ２０１０
　　　　　　　　　「あいちの白米で食べくらべ！全国
ご当地レトルトカレー」の販売
　　　　　　　　　立浪和義氏によるトークショー（２２
日）
　　入場者数：１３４，０３３人

○あいちのふるさと農林水産フェア開催結果
　　開催日時：平成２３年１１月１０日（木）から１５日
（火）６日間
　　　　　　　　　午前１０時から午後７時まで
　　会　場　　：丸栄　８階　大催事場
　　主な内容：県農林水業の紹介
　　　　　　　　　県産農林水産物・加工食品の展示・
販売
　　　　　　　　　県産農林水産物を活用した各種企
画
　　入場者数：３７，１７２人

○あいちの農林水産フェア開催結果
　　開催日時：平成２４年１１月１５日（木）から２０日
（火）６日間
　　　　　　　　　午前１０時から午後７時まで
　　会　場　　：丸栄　８階　大催事場
　　主な内容：県農林水業の紹介
　　　　　　　　　県産農林水産物・加工食品の展示・
販売
　　　　　　　　　県産農林水産物を活用した各種企
画
　　入場者数：４７，７５８人

○あいちの農林水産フェア開催結果
　　開催日時：平成２５年１１月１４日（木）から１９日
（火）６日間
　　　　　　　　　午前１０時から午後７時まで
　　会　場　　：丸栄　８階　大催事場
　　主な内容：県農林水産業の紹介
　　　　　　　　　県産農林水産物・加工食品の展示・
販売
　　　　　　　　　県産農林水産物を活用した各種企
画
　　入場者数：２５，６３８人

○あいちの農林水産フェア開催結果
　　開催日時：平成２６年１１月１３日（木）から１８日
（火）６日間
　　　　　　　　　午前１０時から午後７時まで
　　会　場　　：丸栄　８階　大催事場
　　主な内容：県農林水産業の紹介
　　　　　　　　　県産農林水産物・加工食品の展示・
　　　　　　　　　販売、県産農林水産物を活用した各
　　　　　　　　　種企画
　　入場者数：３１，３９４人

食育推進課

(6)学校にお
ける食育の推
進

栄養教諭の配置
新たに５０名を配置し、
合計１２３名とする

栄養教諭の配置
毎年度新たに２０名配置する

　・小中学校に新大卒の栄養教諭を教員採用選考
試験により選考し、10名を新たに配置した。
　・学校職員のうち、栄養教諭の教員免許を取得し
た者を対象に特別選考を実施し、小中・特別支援
学校に40名新たに配置した。
　・合わせて50名の増で119名（小中学校111名、特
別支援学校8名）となった。

　・小中学校に新大卒の栄養教諭を教員採用選考
試験により選考し、10名を新たに配置した。
　・学校職員のうち、栄養教諭の教員免許を取得し
た者を対象に特別選考を実施し、小中・特別支援
学校に20名新たに配置した。
　・合わせて30名の増で149名（小中学校140名、特
別支援学校9名）となった。

　・小中学校に新大卒の栄養教諭を教員採用選考
試験により選考し、15名を新たに配置した。
　・学校職員のうち、栄養教諭の教員免許を取得し
た者を対象に特別選考を実施し、小中・特別支援
学校に10名新たに配置した。
　・合わせて25名の増で182名（小中学校171名、特
別支援学校11 名）となった。

　・小中・特別支援学校に新大卒の栄養教諭を教
員採用選考試験により選考し、14名を新たに配置
した。
　・学校栄養職員のうち、栄養教諭の教員免許を取
得した者を対象に特別選考を実施し、小中・特別支
援学校に10名新たに配置した。
　・合わせて24名の増で201名（小中学校188名、特
別支援学校13名）となった。

　・小中・特別支援学校に新大卒の栄養教諭を教
員採用選試験により選考し、17名を新たに配置し
た。
　・学校栄養職員のうち、栄養教諭の教員免許を取
得した者を対象に特別選考を実施し、小中・特別支
援学校に45名新たに配置した。
　・合わせて62名の増で258名（小中学校238名、特
別支援学校20名）となった。

健康学習課

(1)液化石油
ガス販売店等
に対する指導

立入検査実施回数
各販売店等に対し、３～
４年に1回実施

７７１販売所中２９７販売所（約38.5%）、７８６保安機
関事業所中３００事業所（38.2%）に対して立入検査
を実施

７４０販売所中２６８販売所（約36.2%）、７５７保安機
関事業所中２６７事業所（約35.2%）に対して立入検
査を実施

７３２販売所中２６０販売所（約３５．６％）７５１保安
機関事業所中２５７事業所（約３４．２％）に対して
立入検査を実施

720販売所中268販売所（約37.2％）737保安機関事
業所中271事業所（約36.8％）に対して立入検査を
実施

706販売所中258販売所（約36.5％）720保安機関事
業所中258事業所（約35.8％）に対して立入検査を
実施

消防保安課
産業保安室

(2)電気用品
販売店に対
する指導

立入検査件数
１００件以上（毎年度）

立入検査件数
県１５件以上
（県・市合計１００件以
上）
（毎年度）

立入検査実績：１３９件
電気用品販売店を対象とした立入検査実績：
１１３件

電気用品販売店を対象とした立入検査実績：１４７
件　　　　　　　　　　　　　　県１５件、市町１３２件

電気用品販売店に対して立入検査を実施。

平成２５年度立入販売事業者実績
　　・県　１４件
　　・県、市、権限移譲先町村合計　１３８件

電気用品販売店に対して立入検査を実施。

平成２６年度立入販売事業者実績
　　・県　１５件
　　・県、市、権限移譲先町村合計　１２９件

消防保安課
産業保安室

(3)家庭用品
に関する衛生
監視・指導

小売店等への立入検査
及び試買検査を継続し
て実施

平成２２年度第１回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：５４検体（3保健所）
平成２２年度第２回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：３６検体（２保健所）
平成２２年度第３回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：１０検体（１保健所）

平成２３年度第１回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：３６検体（２保健所）
平成２３年度第２回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：５４検体（３保健所）
平成２３年度第３回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：１０検体（１保健所）

平成24年度第１回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：５４検体（３保健所）
平成24年度第２回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：３６検体（２保健所）
平成24年度第３回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：１０検体（１保健所）

平成25年度第１回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：36検体（２保健所）
平成25年度第２回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：54検体（３保健所）
平成25年度第３回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　　・検体数：10検体（１保健所）

平成26年第１回家庭用品試買試験検査を行った。
　・検体数：54検体（３保健所）
平成26年度第２回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　・検体数：36検体（２保健所）
平成26年度第３回家庭用品試買試験検査を行っ
た。
　・検体数：10検体（１保健所）

生活衛生課

(4) 環 境 衛 生
施 設 ( 理 容 、
美容、クリー
ニ ン グ 等 ) に
対する監視・
指導

理容所等の監視・指導
を継続して実施

平成２２年度環境衛生営業監視・指導結果
　　　計 ５，３１６件

平成23年度環境衛生営業監視・指導結果
　　　計　５，５４９件

平成24年度環境衛生営業監視・指導結果
　　　計　５，７５６件

平成25年度環境衛生営業監視・指導結果
　　　計　６，９０６件

平成26年度環境衛生営業監視・指導結果
　　　計　９，４７５件

生活衛生課

(5)医薬品等
取扱者に対
する監視・指
導

監視指導不適率
８％以下（毎年度）

薬局、医薬品等販売業・製造販売業・製造業等に
係る施設の立入検査等、医薬品等取扱者に対する
監視指導を実施した。
監視指導不適率５．４％　（197件／3,656件)

薬局、医薬品等販売業、医薬品等製造販売業・製
造業等に係る施設の監視指導を実施した。
監視指導不適率５．４％　（171件／3,172件)

薬局、医薬品等販売業、医薬品等製造販売業・製
造業等に係る施設の監視指導を実施した。監視指
導不適率については、施策目標の８％を下回った。
監視指導不適率５．４％　（205件／3,803件)

薬局・医薬品等販売業、医薬品等製造販売業・製
造業等に係る施設の監視指導を実施した。

監視指導不適率５．７％　（187件／3,254件)

薬局、医薬品等販売業、医薬品等製造販売業・製
造業等に係る施設の監視指導を実施した。
監視指導不適率５．２％　（195件／3,782件)

医薬安全課

監
視
・
指
導
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「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標３）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
平成２６年度実績・事業内容 関係課室

過去の実績・事業内容（参考）
取組 具体的な施策

目標

(6)毒物劇物
取扱者に対
する監視・指
導

監視指導不適率
７．５％以下（毎年度）

○随時
　　　毒物劇物営業者等の申請に係る立入検査
○５月、8月、１１月、２月
　　　電気めっき事業場及び金属熱処理事業場の
監視指導
○６月
　　　農薬危害防止運動の実施（農業用品目販売
業者等の立入検査）
○８月～１２月
　　　大規模貯蔵設備に対する立入検査（大規模地
震対策特別措置法に基づく地震防災応急計画の
運用状況調査（１８施設を調査））
○１０月
　　　毒物劇物運搬車両に対する指導取締り（２４
回実施）
○１０月～２月
　　　毒物劇物業務上取扱者防災対策調査の実施
　　　（ねずみ・害虫等駆除業者３４施設を調査）

1,712件の立入検査を実施し、不適施設数は101件
（不適率5.9%）であった。

　毒物劇物営業者、業務上取扱者等に対する監
視・指導を実施した。

　1,689件の立入検査を実施し、不適施設数は176
件（不適率10.4%）であった。

毒物劇物営業者、業務上取扱者等に対する監視・
指導等を実施した。
立入検査を1,560件実施したところ、不適施設数は
208件（不適率13.2%）であり、これら不適施設に対し
ては指導票の交付等による指導を行い、改善を
図った。

毒物劇物営業者、業務上取扱者等に対する監視・
指導等を実施し、不適施設に対しては指導票の交
付等により指導を行い、施設等の改善を図ってい
る。

1,258件の立入検査を実施し、不適施設数は151件
（不適率12.0％）であった。

毒物劇物営業者、業務上取扱者等に対する監視・
指導等を実施し、不適施設に対しては指導票の交
付等により指導を行い、施設等の改善を図ってい
る。

1,216件の立入検査を実施し、不適施設数は156件
（不適率12.8%）であった。

医薬安全課

(7)貸金業者
への指導

立入検査件数
７５件（毎年度）

立入検査件数　１１４件 立入検査件数　８６件 立入検査件数　７７件 立入検査件数　８４件 立入検査件数　７６件
中小企業
金融課

(8)前払式特
定取引業者
等への指導

立入検査件数
４件（毎年度）

前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会・友の会）
に対して、立入検査を実施。
　　立入検査数　３件

前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会・友の会）
に対して、立入検査を実施。
　　立入検査数　４件

＜事業内容＞
前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会・友の会）
に対して、立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　４件

＜事業内容＞
前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会）に対して、
立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　３件

＜事業内容＞
前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会）に対して、
立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　３件

商業流通課

(9)消費生活
用製品の安
全確保

立入検査件数
１２８件（毎年度）

立入検査数　６７件
特定製品の販売事業者及び特定保守製品取引業
者に対して、立入検査を実施。
　　　　　立入検査数　１５４件

特定製品の販売事業者及び特定保守製品取引業
者に対して、立入検査を実施。
　　　    立入検査数　１２６件

＜事業内容＞
特定製品の販売事業者及び特定保守製品取引事
業者に対して、立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数（延べ数）  ７０件
＜参考＞立入検査数（実数）   　４１件

＜事業内容＞
特定製品の販売事業者及び特定保守製品取引事
業者に対して、立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　６７件（延べ数）
＜参考＞立入検査数　４５件（実数）

＜事業内容＞
特定製品の販売事業者及び特定保守製品取引事
業者に対して、立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　４５件（延べ数）
＜参考＞立入検査数　３５件（実数）

商業流通課

(10)旅行業者
等への指導

立入検査件数
２０件（毎年度）

上半期立入検査
　　 ９月１３日～１０月８日　　１０件実施
下半期立入検査
　　 ２３年２月１６日～３月１１日　　１０件実施

７月上旬から２月中旬にかけて１０件実施

上半期立入検査
　　５月下旬から１１月中旬にかけて１０件実施
下半期立入検査
　　１１月中旬から３月下旬にかけて１０件実施

上半期立入検査
　　５月下旬から９月中旬にかけて１０件実施
下半期立入検査
　　１１月中旬から３月下旬にかけて１０件実施

上半期立入検査
　　５月上旬から９月下旬にかけて１０件実施
下半期立入検査
　　１０月中旬から３月下旬にかけて１０件実施

観光振興課

(11)宅地建物
取引業者に
対する指導

立入検査件数
１５０件（毎年度）

立入検査件数　１５３件 立入検査数　１７８件 立入検査　１６９件
立入検査
　　　　１９６件

立入検査
　　　　　１６９件

建設業
不動産業課

(12)建築士事
務所への立
入指導

前年度に業務実績があ
り、かつ、当該年度に更
新登録を行った建築士
事務所に対する立入指
導率
１００％（毎年度）

平成２２年度の対象建築士事務所２２６件につい
て、立入指導を実施した件数は、対象外の事務所
も含めて２３２件（実施率１０３％）を行った。

平成２３年度の対象建築士事務所２９７件に対し
て、２７７件の立入指導を実施した（実施率９３％）

平成２4年度の対象建築士事務所２８７件に対し
て、２８７件の立入指導を実施した（実施率１００％）

平成２５年度の対象建築士事務所４０５件に対し
て、４０５件の立入指導を実施した（実施率１００％）

平成２６年度の対象建築士事務所３５５件に対し
て、３５５件の立入指導を実施した（実施率１００％）

建築指導課

(13)建築開発
等指導員の
協力による違
反建築の防
止

建築開発等指導員を委
嘱し、継続して違反建築
の防止に努める

市町村等からの推薦に基づき１３０名の建築開発
等指導員を委嘱し、モニターパトロール及び指導啓
発活動を実施した。
また、違反建築防止週間では、県、市町村及び建
築開発等指導員による公開建築パトロールを実施
し、１０１７件の建築工事現場の点検を行った。

市町村等からの推薦に基づき１３０名の建築開発
等指導員を委嘱し、モニターパトロール及び指導啓
発活動を実施した。
また、違反建築防止週間では、県、市町村及び建
築開発等指導員による公開建築パトロールを実施
し、１０２１件の建築工事現場の点検を行った。

市町村等からの推薦に基づき１３０名の建築開発
等指導員を委嘱し、モニターパトロール及び指導啓
発活動を実施した。
また、違反建築防止週間では、県、市町村及び建
築開発等指導員による公開建築パトロールを実施
し、８２２件の建築工事現場の点検を行った。

市町村等からの推薦に基づき１３０名の建築開発
等指導員を委嘱し、モニターパトロール及び指導啓
発活動を実施した。
また、違反建築防止週間では、県、市町村及び建
築開発等指導員による公開建築パトロールを実施
し、８１７件の建築工事現場の点検を行った。

市町村等からの推薦に基づき１３０名の建築開発
等指導員を委嘱し、モニターパトロール及び指導啓
発活動を実施した。
また、違反建築防止週間では、県、市町村及び建
築開発等指導員による公開建築パトロールを実施
し、８８２件の建築工事現場の点検を行った。

建築指導課

(1)消費生活
モニターによ
る情報収集

消費生活モニター数
４００名（毎年度）

２２年度　モニター委嘱　３８３名
　　消費生活モニターから不適切な商品（食料品を
除く）に関する表示の情報を９８件収集

２３年度　モニター委嘱　３７５名
　　消費生活モニターから不適切な商品（食料品を
除く）に関する表示の情報を５４件収集

２４年度　モニター委嘱　３９３名
消費生活モニターから不適切な商品（食料品を除
く）に関する表示の情報を８１件収集

２５年度　モニター委嘱　３２７名
消費生活モニターから不適切な商品（食料品を除
く）に関する表示の情報を５７件収集

２６年度　モニター委嘱　１９９名
消費生活モニターから不適切な商品（食料品を除
く）に関する表示の情報を１８件収集

県民生活課

(2)計量の指
導・検査

立入検査件数
計量器等検査
100,000件 （毎年度）
商品量目検査
3,000個（毎年度）

計量器等検査
　通年で実施
　立入検査の実績件数：１３８，４４３個
商品量目検査
　中元期及び年末年始期に実施
　立入検査の実績件数：　　３，２１６個

計量器等検査
　通年で実施
　立入検査の実績件数：１０６，４６３個
商品量目検査
　中元期及び年末年始期に実施
　立入検査の実績件数：　　３，６１６個

立入検査件数
　計量器等検査　148,937個
 
　商品量目検査　3,733個

計量器等検査213,152個、商品量目立入検査2,723
個実施。

立入検査件数
　計量器等検査　153,488個
 
　商品量目検査　2,093個

商業流通課

(3)家庭用品
の品質に関
する適正表
示の確保

立入検査件数
１２０件（毎年度）

立入検査数　６０件
販売店において指定された表示の有無について立
入検査を実施。
・立入検査数　１４５件

販売店において指定された表示の有無について立
入検査を実施。
・立入検査数　１５８件

＜事業内容＞
販売店において指定された表示の有無について立
入検査を実施。
＜実績＞立入検査数（延べ数）  ６３件
＜参考＞立入検査数（実数）　　２６件

＜事業内容＞
家庭用品を取り扱う販売事業者に対して、指定され
た表示の有無について立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　５９件（延べ数）
＜参考＞立入検査数　２９件（実数）

＜事業内容＞
家庭用品を取り扱う販売事業者に対して、指定され
た表示の有無について立入検査を実施。
＜実績＞立入検査数　６３件（延べ数）
＜参考＞立入検査数　２９件（実数）

商業流通課

日常生活の中で、常時
監視を行う

消費生活モニターによる通報件数　７６７件
うち価格・料金関係３５件（４．６％）

消費生活モニターによる通報件数　６１６件
うち価格・料金関係３５件（５．７％）

消費生活モニターによる通報件数６１９件
うち価格・料金関係４４件（７．１％）

消費生活モニターによる通報件数５７９件
うち価格・料金関係５６件（９．７％）

消費生活モニターによる通報件数２８６件
うち価格・料金関係２８件（９．８％）

県民生活課

物価が異常に高騰した
時など随時実施

東北地方太平洋沖地震の発生（平成23年3月11
日）により、一部の生活関連物資（乾電池、懐中電
灯、カップ麺、ペットボトル入りの水、ガソリン等）が
品切れもしくは品薄状態になったため、一部の業界
団体及び販売業者を対象に、平成23年3月16日か
ら22日にかけて、電話による聞き取り調査を実施し
た。
その調査結果を踏まえ、県民に対して冷静な消費
活動を呼びかけた。

実績なし 実績なし 実績なし 実績なし 県民生活課

③
規
格
・
計
量
・
表
示
の
適
正
化

計
量
指
導
・
検
査
及
び
表
示
の
監
視

④
生
活
関
連
物
資
等
の
安
定
供
給

(2)価格動向及び
需給状況の調査

(1)消費生活モニ
ターによる価格・
需給動向の観察・
通報

監
視
・
指
導

、
検
査
体
制
の
充
実

②
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
安
全
確
保
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「愛知県消費者行政推進計画（平成22年度～26年度）」進捗状況一覧　　　（目標３）

（計画策定時） 改正後(平成24年度一部改定) 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
平成２６年度実績・事業内容 関係課室

過去の実績・事業内容（参考）
取組 具体的な施策

目標

④
生
活
関
連
物
資
等
の
安
定
供
給

主要農家アンケート調
査回数
鶏卵、ブロイラー各２回
（毎年度）

県内鶏卵生産者の生産動向
を把握し、安定供給に資する
ため、年１回調査を実施

○鶏卵アンケート（対象：１万羽以上の採卵鶏飼養
農家）
　　　第１回　　６月実施
　　　第２回　１２月実施
　　　内容：飼養羽数・鶏卵生産量・飼料購入量・羽
数増減計画の調査

○ブロイラー（対象：県内3ヶ所の大手食鶏処理場）
　　　第１回　　７月実施
　　　第２回　　１月実施
　　　内容：処理場利用農家のブロイラーひな導入
見込と出荷見込の調査

○鶏卵アンケート（対象：１万羽以上の採卵鶏飼養
農家）
　　　第１回　　６月実施
　　　第２回　１２月実施
　　　内容：飼養羽数・鶏卵生産量・飼料購入量・羽
数増減計画の調査

○ブロイラー（対象：県内3ヶ所の大手食鶏処理場）
　　　第１回　　７月実施
　　　第２回　　１月実施
　　　内容：処理場利用農家のブロイラーひな導入
見込と出荷見込の調査

鶏卵生産者に対する生産動向調査
年１回実施（２月取りまとめ）

鶏卵生産者に対する生産動向調査の実施
年１回(２月とりまとめ）

鶏卵生産者に対する生産動向調査の実施
年１回(２月とりまとめ）

畜産課

懇談会開催回数
２回（毎年度）

○５月２５日　消費者トラブル防止懇談会　開催
　　テーマ「悪質商法などによる消費者トラブルにつ
いて」
　　出席者　消費者団体代表　６名、消費生活モニ
ター　４名、事業者団体代表　４名、行政　２名

○１１月１７日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ「農産物の価格動向及び安全性につい
て」
　　出席者　消費者団体代表　４名、消費生活モニ
ター４名、事業者団体代表　３名、学識経験者　１
名、行政　５名

○９月１６日　消費者トラブル防止懇談会　開催
　　テーマ「高齢者の消費者問題について」
　　出席者　消費者団体代表　５名、消費生活モニ
ター　４名  事業者団体代表　２名、行政　４名

○１月１９日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ「若者の消費者問題について」
　　出席者　消費者団体代表　４名、消費生活モニ
ター　４名、事業者団体代表　３名、学識経験者　１
名、行政　２名

○９月７日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ「食品表示の現状・課題について」
　　出席者　消費者団体代表　３名、消費生活モニ
ター　３名、事業者団体代表　４名、学識経験者　１
名、行政　７名
　
○１月２９日　消費者トラブル防止懇談会　開催
　　テーマ「インターネットに関する消費者トラブル
について」
　　出席者　消費生活モニター　５名
　　　　　　　　  事業者団体代表　４名、行政　５名

○９月１０日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「高齢者の消費者トラブル」
　　出席者　消費者団体代表　３名、消費生活モニ
ター　２名、消費生活相談サポーター　１名、事業
者団体代表 ３名、行政　６名
　
○２月７日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「スマートフォン、インターネットに関す
る消費者トラブル」
　　出席者　消費者（PTA関係）　２名、消費生活モ
ニター　４名、事業者団体代表　２名、学識経験者
１名、行政　８名

○９月３０日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「通信販売に関する消費者トラブル」
　　出席者　消費者団体代表　３名、消費生活モニ
ター　２名、消費生活相談サポーター　１名、事業
者団体代表 ５名、行政　５名
　
○２月２６日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「くらしに潜む事故」
　　出席者　消費者（PTA関係）　１名、消費生活モ
ニター　３名、消費生活相談サポーター　１名、関
係業界団体代表　４名、行政　８名

県民生活課

消費生活に関する調査
及びアンケートの実施
回数
４回（毎年度）

消費生活における調査及びア
ンケートの実施回数
３回（毎年度）

第１回　７月実施
    愛知県農産物（米、茶、野菜、果物、花）に関す
るアンケート調査
   回収率　９６．８％
第２回　９月実施
　　不当景品類及び不当表示に関する実態調査
  回収率　９６．６％
第３回　１１月実施
　　買物行動、貯蓄・投資に関するアンケート調査
  回収率　９８．４％
第４回　平成２３年１月実施
    消費生活に関するアンケート調査
  回収率　９８．２％

第１回　６月実施
    家庭における夏の節電対策に関するアンケート
調査
    回収率　９８．７％
第２回　９月実施
　　不当景品類及び不当表示に関する実態調査
　  回収率　９８．１％
第３回　１１月実施
　　買物行動等消費者アンケート調査
　　回収率　９７．９％

第１回　７月実施
    不当景品類及び不当表示に関する実態調査
    回収率　８９．８％
第２回　９月実施
　　消費生活相談窓口・消費者トラブルに関するア
ンケート調査
　　 回収率　９４．７％
第３回　１２月実施
　　消費生活情報の提供・啓発事業についての認
知度・満足度等に関する調査
　回収率　９３．６％

第１回　４月実施
　　テーマ：消費生活問題、消費生活相談窓口に関
するアンケート
　　　　　　　 回収率　96.8%

第２回　１１月実施
　　テーマ：消費生活と消費者行政に関するアン
ケート
               回収率　93.9%

第１回　４月実施
　　テーマ：消費生活問題、消費生活相談窓口に関
するアンケート
　　　　　　　 回収率　97.5%

第２回　１１月実施
　　テーマ：消費者市民社会に関するアンケート
               回収率　90.5%

県民生活課

懇談会開催回数
２回（毎年度）

○５月２５日　消費者トラブル防止懇談会　開催
　　　テーマ「悪質商法などによる消費者トラブルに
ついて」
　　　出席者　消費者団体代表　６名、消費生活モ
ニター　４名、事業者団体代表　４名、行政　２名
○１１月１７日　消費者・事業者懇談会　開催
　　　テーマ「農産物の価格動向及び安全性につい
て」
　　　出席者　消費者団体代表　４名、消費生活モ
ニター　４名、事業者団体代表　３名、学識経験者
１名、行政　５名

○９月１６日　消費者トラブル防止懇談会　開催
　　　テーマ「高齢者の消費者トラブルについて」
　　　出席者　消費者団体代表　５名、消費生活モ
ニター　４名、事業者団体代表　２名、行政　４名
○１月１９日　消費者・事業者懇談会　開催
　　　テーマ「若者の消費者問題について」
　　　出席者　消費者団体代表　４名、消費生活モ
ニター　４名、事業者団体代表　３名、学識経験者
１名、行政　２名

○９月７日　消費者・事業者懇談会　開催
　　　テーマ「食品表示の現状・課題について」
　　　出席者　消費者団体代表　３名、消費生活モ
ニター　３名、事業者団体代表　４名、学識経験者
１名、行政　７名
　
○１月２９日　消費者トラブル防止懇談会　開催
　　　テーマ「インターネットに関する消費者トラブル
について」
　　　出席者　消費生活モニター　５名
　　　　　　　　  事業者団体代表　４名、行政　５名

○９月１０日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「高齢者の消費者トラブル」
　　出席者　消費者団体代表　３名、消費生活モニ
ター２名、消費生活相談サポーター１名、事業者団
体代表３名、行政　６名
　
○２月７日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「スマートフォン、インターネットに関す
る消費者トラブル」
　　出席者　消費者（PTA関係）　２名、消費生活モ
ニター　４名、事業者団体代表　２名、学識経験者
１名、行政　８名

○９月３０日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「通信販売に関する消費者トラブル」
　　出席者　消費者団体代表　３名、消費生活モニ
ター　２名、消費生活相談サポーター　１名、事業
者団体代表 ５名、行政　５名
　
○２月２６日　消費者・事業者懇談会　開催
　　テーマ　「くらしに潜む事故」
　　出席者　消費者（PTA関係）　１名、消費生活モ
ニター　３名、消費生活相談サポーター　１名、関
係業界団体代表　４名、行政　８名

県民生活課

消費生活に関する調査
及びアンケートの実施
回数
４回（毎年度）

消費生活における調査及びア
ンケートの実施回数
３回（毎年度）

第１回　７月実施
     愛知県農産物（米、茶、野菜、果物、花）に関す
るアンケート調査
     回収率　９６．８％
第２回　９月実施
　　不当景品類及び不当表示に関する実態調査
    回収率　９６．６％
第３回　１１月実施
　　買物行動、貯蓄・投資に関するアンケート調査
    回収率　９８．４％
第４回　平成２３年１月実施
    消費生活に関するアンケート調査
    回収率　９８．２％

(調査結果を県の消費者行政関係部局、関係行政
機関、市町村、事業者団体等に提供し、施策、事
業活動に反映するよう働きかけた。)

第１回　６月実施
    家庭における夏の節電対策に関するアンケート
調査
    回収率　９８．７％
第２回　９月実施
　　不当景品類及び不当表示に関する実態調査
    回収率　９８．１％
第３回　１１月実施
　　買物行動等消費者アンケート調査
　　回収率　９７．９％

消費生活モニターに対するアンケート・調査

第１回　７月実施
    不当景品類及び不当表示に関する実態調査
    回収率　８９．８％
第２回　９月実施
　　消費生活相談窓口・消費者トラブルに関するア
ンケート調査
　　 回収率　９４．７％
第３回　１２月実施
　　消費生活情報の提供・啓発事業についての認
知度・満足度等に関する調査
    回収率　９３．６％

第１回　４月実施
　　テーマ：消費生活問題、消費生活相談窓口に関
するアンケート
              回収率　96.8%
第２回　１１月実施
　　テーマ：消費生活と消費者行政に関するアン
ケート
               回収率　93.9%

第2回県政世論調査　９月実施
　　テーマ：消費生活に関する意識について　他
               回収率52.6％

あいち消費者教育推進シンポジウム参加者アン
ケート　８月実施　シンポジウムの評価、消費者教
育への関心、必要な取り組み等
回収率　54.3%

第１回　４月実施
　　テーマ：消費生活問題、消費生活相談窓口に関
するアンケート
　　　　　　　 回収率　97.5%

第２回　１１月実施
　　テーマ：消費者市民社会に関するアンケート
               回収率　90.5%

県民生活課
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(2)消費者行政関
係部局等における
施策等への反映

(1)消費者懇談会
の開催（事業者へ
の働きかけ）

(2)消費生活モニ
ターの活用

(1)消費者懇談会
の開催（消費者の
意見・要望等の把
握）

(3)畜産物流通の
調査指導
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